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序     文 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、フィリピン共和国のギウアン気象レーダーシステム復旧計画にかかる

協力準備調査を実施することを決定し、同調査を一般財団法人日本気象協会、株式会社国際気象コンサ

ルタントから構成される共同企業体に委託しました。 

調査団は、平成 26 年 2 月から平成 26 年 3 月までフィリピン国の政府関係者と協議を行うとともに、

計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなり

ました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願う

ものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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地球環境部 

部長 不破 雅実 
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要約-1 

要     約 

 

台風 30 号（国際名：ハイエン、フィリピン名：ヨランダ）は、2013 年 11 月 6 日にフィリピン台風

監視責任地域（Philippine Area of Responsibility：PAR）に進入し、強い勢力を保ったまま西北西

に進み、最盛期であった 11 月 8 日 4時 40 分に東サーマル州のギウアンに上陸した。そのため上陸時

の中心気圧は、895hPa、JTWC（米海軍合同台風警報センター）によると中心付近の最大風速は 87.5m/s、

最大瞬間風速は 105.5m/s を記録した。台風はその後、トロサ（レイテ州）、ダーンバンタヤン、バン

タヤン島（セブ州）、コンセプション（イロイロ州）、ブスアンガ（パラワン州）の 5 ヶ所に上陸し、

11 月 9日には勢力を弱めて PAR を抜けた。 

国家災害リスク軽減管理評議会（National Disaster Risk Reduction and Management Council：

NDRRMC）の発表によると、2014 年 1 月 14 日現在、確認された死者は 6,201 人、行方不明は 1,785 人

である。死者数は、1976 年ミンダナオ地震の 6,000 人、1991 年台風 25 号の 5,926 人を上回り、台風

による自然災害としては「フィ」国史上最大となった。台風 30 号は、インフラや被災地の基幹産業

である農業に壊滅的な被害をもたらしたことから、被害総額は 36,690,882,497.27PHP（フィリピンペ

ソ）にのぼるとみられている。 

特に、台風の高潮により多くの犠牲者が出たレイテ島北部東岸及びサマール島南岸を含むリージョ

ン 8は、橋梁等一部道路の甚大な被害、空港及び港の機能停止、大型船の陸への打ち上げ、上水道及

び電力の停止、医療施設の機能不全などが顕著となった。このリージョン 8 は、「フィ」国内ではミ

ンダナオ島イスラム教徒ミンダナオ自治地域及びリージョン 12 に次いで総人口に占める貧困層が多

い地域であり、日々の生活はもちろん、主要な産業であるココナッツ栽培や漁業等が大きな被害を受

けたため、今後数年の住民の生計手段確保すら危ぶまれる状況である。 

これらの甚大な被害が発生した中、我が国の無償資金協力により 2013 年 9 月 10 日に完成し、引渡

し済みである、サマール島ギウアン気象レーダー塔施設及び気象レーダーシステムも大きな被害を受

けた。ギウアン気象レーダーシステムは、刻々と台風 30 号ヨランダが「フィ」国に接近する中、的

確に台風の追尾を行った。PAGASA 本局へ送られた気象レーダー画像は、台風の中心位置・直径や勢力

の把握、また風向・風速の算出、降雨量の推定に大きく貢献したほか、PAGASA の台風の進路予報、注

意報及び警報の作成や発表に有用で貴重な情報を適時提供したが、結果として、台風 30 号ヨランダ

は我々の想像を絶する被害を「フィ」国へもたらし、ギウアン気象レーダーシステムをはじめとした、

機材、施設も大きな被害を受けた。 

上述の緊急事態を受け、「フィ」国政府は、被災者の救済に加え、基礎インフラ及び地方政府機能

の早期回復に向けて動き出し、国際社会に対して緊急支援を依頼した。そのため、我が国の自衛隊を

含む友好国の軍、国際機関や各種ドナー機関は、食糧・水補給、医療・公衆衛生対応、避難所設営、
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がれき処理などの緊急の支援を実施している。そして次なる復旧・復興の支援として、災害に強い社

会の再建に向けた協力が、国際社会に求められている。 

このような状況下、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）

は、2013 年 11 月 26 日から国際緊急援助隊専門家チームを「フィ」国に派遣し、復旧・復興支援にか

かるニーズ調査や、喫緊で対応すべき具体的な案件発掘のための情報収集を実施した。その結果、今

回の台風で被災した、リージョン 8の気象観測に欠かせないサマール島ギウアンの気象レーダー塔施

設及び気象レーダーシステム（我が国の無償資金協力により実施された「気象レーダーシステム整備

計画（The Project for Improvement of the Meteorological Radar System）」（2013 年 9 月 10 日に

完成、引渡し済み））の早期復旧等が最優先課題として確認された。 

これを受け、日本国政府は準備調査の実施を決定し、JICA は、2014 年 2 月 16 日から 3月 5日まで

準備調査団を現地へ派遣した。これは、ギウアン気象レーダー観測所を被災前の状態に復旧させるた

めの無償資金協力「ギウアン気象レーダーシステム復旧計画」の実施に必要な情報収集、改修計画の

設計、概略事業費の積算、無償資金協力の入札に対応しうる精度の入札図書作成参考資料の作成等を

目的として実施されたものである。 

我が国は長年、「フィ」国のトップドナーとして援助を実施してきたが、今後も「フィ」国が持続

的且つ力強い成長を続けていくために、引き続き、経済・社会の両面から支援を行っていくことが求

められる。援助の基本方針は、「戦略的パートナーシップ」を更に強化するため、「フィリピン開発計

画 2011-2016 年」が目標としている「包摂的成長」の実現に向けて経済協力を実施することである。

上記の基本方針に基づいて、1) 投資促進を通じた持続的経済成長、2) 脆弱性の克服と生活・生産

基盤の安定、3) ミンダナオ（紛争影響地域）における平和と開発の 4つの重点分野が設けられてい

る。このうち、2)の「脆弱性の克服と生活・生産基盤の安定」の重要課題として、台風等の自然災害

に対するリスクの軽減と被害の最小化が含まれているほか、気候変動対策支援も挙げられている。 

我が国の無償資金協力「気象レーダーシステム整備計画」において整備された、ギウアン気象レー

ダー観測所が再稼働し、機材、施設の復旧作業が実施され、「フィ」国の気象監視体制が再び整えば、

台風災害の軽減に大きな役割を果たす台風予警報の向上に直接繋がる。自然災害に対する「フィ」国

全体の防災能力が復活することは、我が国の国際協力としても意味深いことである。以上のことから、

本プロジェクトの妥当性は高く、有効性も見込まれると判断されるため、実施する意義は極めて高い。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

１－１  当該セクターの現状と課題 

 

１－１－１ 現状と課題 

台風 30 号（国際名：ハイエン、フィリピン名：ヨランダ）は、2013 年 11 月 6 日にフィリピン台風

監 視 責 任 地 域 （ Philippine Area of 

Responsibility：PAR）に進入し、強い勢力を

保ったまま西北西に進んだ。ちょうど最盛期

であった 11 月 8 日 4 時 40 分に東サーマル州

のギウアンに上陸した。そのため上陸時の中

心気圧は 895hPa、JTWC（米海軍合同台風警報

センター）によると、中心付近の最大風

速 87.5m/s、最大瞬間風速 105.5m/s を

記録した。台風はその後、トロサ（レイテ州）、

ダーンバンタヤン、バンタヤン島（セブ州）、

コンセプション（イロイロ州）、ブスアンガ（パ

ラワン州）の 5ヶ所に上陸し、11 月 9日には勢力を弱めて PAR を抜けた。 

国家災害リスク軽減管理評議会

（National Disaster Risk Reduction 

and Management Council：NDRRMC）の発

表によると、2014 年 1 月 14 日現在、確

認された死者は 6,201 人、行方不明者は

1,785 人である。死者数は、1976 年ミン

ダナオ地震の 6,000 人、1991 年台風 25

号の 5,926 人を上回り、台風による自然

災害としてはフィリピン国（以下「フィ」

国）史上最大となった。台風 30 号ヨランダは、インフラや被災地の基幹産業である農業に壊滅的な

被害をもたらしたことから、被害総額は 36,690,882,497.27PHP（フィリピンペソ）にのぼるとみられ

ている。 

これらの甚大な被害が発生した中、我が国の無償資金協力により 2013 年 9 月 10 日に完成し、引渡

し済みの、サマール島のギウアン気象レーダー塔施設及び気象レーダーシステムも大きな被害を受け

た。ギウアン気象レーダーシステムは、「フィ」国に接近する台風監視の重要な位置にあり、台風予

表１  「フィ」国での台風30号の被害（2014年1月14日現在）
確認された死者数 6,201 人 

負傷者数 28,626 人 

行方不明者数 1,785 人 

被害範囲 被災州：9、被災都市：57 

被災世帯／被災者数 3,424,593 世帯／16,078,181 人 

家屋被害 1,140,332 棟 

インフラ被害額 18,336,576,627.39 PHP 

農業被害額 18,354,305,869.88 PHP 

被害総額 36,690,882,497.27 PHP 

電力被害 
国家送電公社の基幹送電線、鉄塔及び電圧交

換施設を含む 1,959 ヵ所の送電施設に被害 

2014 年 1 月 14 日

国家災害リスク軽減管理評議会（NDRRMC）の発表

図 台風 30 号の経路

上陸時 

中心気圧：895hPa 

中心付近の最大風速：87.5m/s 

最大瞬間風速：105.5m/s 

出典：PAGASA

図 1  台風 30 号ヨランダがたどった経路 
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警報の向上に大きな役目を果たすことから、気象レーダーシステムをはじめとした機材、施設の復旧

は喫緊の課題である。 

＜台風 30 号について＞ 

（1）高潮 

台風 30 号ヨランダの致命的な被害は、高

潮によってもたらされた。レイテ州タクロ

バンでは、高さ 5～7m の高潮が発生したと

報告されているが、これは平均的な二階建

ての高さに匹敵する。高潮が高くなる要因

に「吸い上げ効果」と「吹き寄せ効果」が

ある。吸い上げ効果は、台風の中心気圧が

低くなることにより海面が上昇する効果で、

気圧が1hPa低下すると1cmの海面上昇をも

たらす。タクロバン付近を通過時、台風の

中心気圧は 895hPa まで低下しており、大きな吸い上げ効果をもたらした。吹き寄せ効果は、台風の

強風によって海水が吹き寄せられて湾の奥にたまっていく効果である。台風 30 号ヨランダが通過し

た際に、レイテ湾には台風を回る強風が真っ直ぐに吹き込んだ。また台風の進路の右側では、より強

い風が吹くため、吹き寄せ効果が一段と大きくなり、湾の奥に位置するタクロバンに大きな高潮を発

生させたと考えられる。 

（2）暴風 

台風 30 号ヨランダでは、暴風による建物の倒

壊などの被害も大きかった。上陸時の最大瞬間風

速 105.5m/s は、竜巻の強度を分類する藤田スケ

ールでは「F4」に相当し、「住家がバラバラにな

って辺りに飛散し、鉄骨づくりでもペシャンコ」

になるほどの被害が想定されている。台風 30 号

ヨランダは、①海面下に蓄えられている熱量（海

洋貯熱量）の大きい海域を通過した、②下層と上

層の風向が揃っていたため発達しやすかったと

考えられる。 

 

図 2  タクロバン周辺の地図と台風経路 

タクロバン 

11 月 8 日 8 時 

吹き寄せ効果 

吸い上げ効果 

出典：NOAA（米国大気海洋庁）

図 3  海洋貯熱量から算出した熱帯低気圧発達 

の熱ポテンシャル 
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＜近年の台風の傾向＞ 

「フィ」国の台風上陸は、右図に示す

ように 10 月～11 月に多く、ルソン島な

ど北部に集中している。中部・南部への

上陸数は北部に比べると少ないが、台風

シーズン終盤の 11 月～12 月は海水温の

高い海域が南に下がるため、台風が襲来

しやすくなる。近年、これまで台風襲来

の少なかった中部・南部への上陸数が増

加傾向にある。中部・南部への上陸数は、

1981年～2000年は年平均 1個だったが、

2011 年～2013 年は 6 個上陸し（下表）、年平均 2 個と 2 倍に増えている。しかも、2012 年の台風 24

号（上陸時の中心気圧 930hPa）、今回の台風 30 号と勢力の強い台風の上陸が続き、元々台風の少ない

地域だけに被害が大きくなっている。これは、フィリピン近海における海水温の高い状態が、台風シ

ーズン終盤の 11 月～12 月（中部・南部に台風が襲来しやすい時期）まで持続したことも原因の１つ

と考えられる。今後も海水温の高い傾向が続けば、中部・南部へ勢力の強い台風が襲来しやすい傾向

も続く恐れがある。 

表 2  2011 年～2013 年に「フィ」国中部・南部に上陸した台風 

年 上陸日 号 
上陸時の中心

気圧（hPa） 

死者・行

方不明者

被害額（PHP：フィリ

ピンペソ） 

2011 年 12月16日 21 号 992 1,439 1,455,825,723.40 

2012 年 10月24日 23 号 996 36 55,338,547.50 

2012 年 12 月 4 日 24 号 930 1,901 34,409,411,197.07 

2012 年 12月25日 25 号 1000 - - 

2013 年 6 月 29 日 6 号 1002 - - 

2013 年 11 月 8 日 30 号 895 7,890 36,690,882,497.27 

出典：国家災害リスク軽減管理評議会（NDRRMC） 

 

＜気候変動の影響＞ 

地球温暖化に伴う気候変動の影響で、海水温が上昇し、海の貯熱量が増加することにより、台風の

勢力が強まる可能性がある。海面水温はこの 100 年の間に世界平均で 0.5℃、フィリピン近海でも 0.4

～0.6℃上昇した（気象庁「海洋の健康診断表」2013 年）。今年の世界の海面上昇速度は平均で年 3.2mm

と過去最高を記録し、中でも「フィ」国はその約 4 倍の年 12mm にも達した（世界気象機関（World 

Meteorological Organization：WMO））。今後も海面水温や海面水位の上昇が予測されているため、台

風の暴風や高潮、高波などによる災害の規模も大きくなる危険性がある。 
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日本気象庁 台風経路図データより解析

図 4  「フィ」国の月別台風上陸数（1981 年～2013 年）
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１－１－２ 開発計画 

国家経済開発庁（National Economic and Development Authority：NEDA）は、2013 年 12 月に台風

30 号ヨランダの被災地における経済・社会再建に向けた政府戦略「Yolanda 復興支援計画

（Reconstruction Assistance on Yolanda：RAY）」を発表した。被災地の経済及び生計手段を回復し、

経済活動と社会水準を被災前に戻すとともに、自然災害への順応力を引き上げることを目標としてお

り、2017 年の復興完了を目指している。 

 

１－１－３ 社会経済状況 

右図は、「フィ」国における過去

43 年間（1970～2012 年）の台風に

よる被害額である。被害額は増加傾

向にあり、過去 5年間は、破壊的な

台風の発生により、被害額の総計が

急激に増加していることが分かる。

台風がもたらす膨大な被害額とそ

の増加傾向は、「フィ」国の経済発

展に負の影響をもたらしている。 

 

１－２  無償資金協力の背景・経緯及び概要 

台風 30 号ヨランダは、2013 年 11 月 8 日に「フィ」国を直撃し、半数近い州に大きな被害を与えた。

都市や街の被害は広範囲に及び、地域によっては 90％もの家屋が崩壊するに至った。特に台風の高潮

により、多くの犠牲者が出たレイテ島北部東岸及びサマール島南岸を含むリージョン 8は、橋梁等一

部道路の甚大な被害、空港及び港の機能停止、大型船の陸への打ち上げ、上水道及び電力の停止、医

療施設の機能不全などが顕著な状況である。このリージョン 8 は、「フィ」国内ではミンダナオ島イ

スラム教徒ミンダナオ自治地域及びリージョン12に次いで総人口に占める貧困層が多い地域であり、

日々の生活はもちろん、主要な産業であるココナッツ栽培や漁業等が大きな被害を受けたため、今後

数年の住民の生計手段の確保すら危ぶまれる状況である。かかる事態を受け、「フィ」国政府は、被

災者の救済に加え、基礎インフラ及び地方政府機能の早期回復に向けて動き出し、国際社会に対して

緊急支援を依頼した。そのため、我が国の自衛隊を含む友好国の軍、国際機関や各種ドナー機関は食

糧・水補給、医療・公衆衛生対応、避難所設営、がれき処理などの緊急の支援を実施している。そし

て次なる復旧・復興の支援として、災害に強い社会の再建に向けた協力が、国際社会に求められてい

る。 

出典：民間防衛局

図 5  台風による実際の被害額総計（1970 年～2012 年） 

y = 0.554e0.085x

R² = 0.564

TOTAL COST   P 337.67 Billion (43 years)
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このような状況下、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）

は、2013 年 11 月 26 日から国際緊急援助隊専門家チームを「フィ」国に派遣し、復旧・復興支援にか

かるニーズ調査や喫緊で対応すべき具体的な案件発掘のための情報収集を実施した。その結果、今回

の台風で被災した、リージョン 8の気象観測に欠かせないサマール島ギウアンの気象レーダー塔施設

及び気象レーダーシステム（我が国の無償資金協力により実施された「フィリピン共和国気象レーダ

ーシステム整備計画（The Project for Improvement of the Meteorological Radar System）」（2013

年 9 月 10 日に完成、引渡し済み））の早期復旧等が最優先課題として確認された。 

これを受け、日本国政府は準備調査の実施を決定し、JICA は、2014 年 2 月 16 日から 3月 5日まで

準備調査団を現地に派遣した。これは、ギウアン気象レーダー観測所を被災前の状態に復旧させるた

めの無償資金協力「ギウアン気象レーダーシステム復旧計画」の実施に必要な情報収集、改修計画の

設計、概略事業費の積算、無償資金協力の入札に対応しうる精度の入札図書作成参考資料の作成等を

目的として実施されたものである。 

 

１－３  我が国の援助動向 

表 3  我が国の技術協力・有償資金協力実績（気象分野） 

協力内容 実施年度 案件名／その他 概要 

専門家派遣 1978 年以降 
指導科目：気象専門家 

人数：8名 

 

開発調査 1982～1983 年 気象通信網整備計画調査 
気象通信網整備のための開

発調査 

研修員受入 1995 年以降 
コース名：気象学 

人数：4名 

 

有償資金協力 
第 1期：1988～1996 年 

第 2期：1996～1998 年 

気象通信網整備計画 

47 億円(第 1期) 

2 億円(第 2期) 

気象観測データ送受信のた

めの気象通信網及び気象レ

ーダーシステム等の整備 

無償資金協力 2010～2013 年 
気象レーダーシステム整備計画

約 31 億円 

ビラク、アパリ及びギウア

ンの気象レーダーシステム

の更新・整備 

 

１－４  他ドナーの援助動向 

他ドナーによる「フィ」国気象分野に対する援助活動は、以下の通りである。本プロジェクトと重

複した援助計画はない。 

表 4  他ドナーの援助動向 
援助機関 期間 プロジェクト名 プロジェクト費用 援助内容 

ノルウェー 2009～2011 

Magat ダム及び下流地域の

ための洪水予警報システ

ム改善計画 

10,684,700 

ノルウェークローネ

Angat 、 Pantabangan 、

Binga/Ambuklao/San Roque 及 び

Magat ダムの効果的な運用維持を目

的とした、既設の洪水予警報施設の

改修 

韓国国際協力団 2010～2012 マニラ首都圏の災害軽減 3,000,000 Marikina-Pasig川流域における早
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のための早期警報応答シ

ステム整備計画 

USドル 期警報応答システムの整備計画 

国際連合食糧農業

機関（FAO） 
2009～2011 

フィリピンBicol地域にお

ける気候リスク管理及び

災害対策能力強化計画 

1,000,000 

フィリピンペソ 

Bicol地域における既存の早期警報

システムの調査及び既存の干ばつ

／洪水監視・予報システム強化のた

め試験的手法の開発 

世界銀行 2011～継続中 

農務省／環境天然資源省

／フィリピン気象天文庁

によるフィリピン気候変

動適応プロジェクト フ

ェーズ 1 

- 

1. 気候変動に適応可能な環境の

強化 

2. 農業及び天然資源セクターに

おける気候変動適応対策の実

証 

3. 気候リスク管理のための科学

的情報の提供強化 

4. プロジェクトの調整 

スペイン政府 

（ミレニアム開発目

標達成ファンド） 

2011～2012 

気候変動適応のためのフ

ィリピン組織能力強化計

画 

8,000,000 

US ドル 

気候変動リスク対策プロジェクト

を開発、管理、運営する国や地域の

能力強化 

アジア開発銀行

（ADB） 
2012～継続中 

Basin 河川流域管理におけ

るリモートセンシング（遠

隔探査）技術適用計画 

供与 

アジア及び太平洋諸国の河川流域

管理に対する技術支援の策定等（宇

宙航空研究開発機構（JAXA）と共同）

オーストラリア国

際開発庁、国連開発

計画 
2012～継続中 

大マニラ首都圏（GMMA）に

おける持続可能な開発に

向けた、効果的な災害管理

及び気候リスク管理のた

めの組織能力強化計画

（ Collective 

Strengthening of 

Community Awareness of 

Natural Disasters ：

CSCAND）及び大マニラ首都

圏（GMMA）における洪水、

台風、強風及び地震等のリ

スク分析能力強化計画 

- 

コミュニティー回復力の構築及び

災害リスク管理に対する地方政府

（Marikina、Pasig、Rizal州Cainta）

の能力強化プロジェクト（カナダ国

際開発庁との提携業務） 

 



 

 

 

 

第2章 プロジェクトを取り巻く状況 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

 

２－１  プロジェクトの実施体制 

 

２－１－１ 組織・人員 

 

「フィ」国の気象業務を行う唯一の政府機

関、フィリピン気象天文庁（Philippine 

Atmospheric, Geophysical & Astronomical 

Services Administration：PAGASA）の主管

官庁である科学技術省（Department of 

Science and Technology：DOST）は、大統領

府の下にある 20 省庁の 1 つである。DOST の

傘下には、7 つの研究開発機関と 8 つの科学

技術支援機関が配置されているが、右図のよ

うに、PAGASA は科学技術支援機関の 1つであ

る。 

PAGASA の正職員数は 773 名、契約職員数は 84 名（2014 年 2 月現在）であり、PAGASA 組織構成概略

は下図の通りとなっている。PAGASA 本部は首都マニラのケソンにあり、気象業務を行う部局がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境天然資源省

農地改革省 

内務自治省 

公共事業道路省

運輸通信省 

エネルギー省 

農業省 

保険省 

国防省 

観光省 

財務省 

予算行政管理省 

司法省 

貿易工業省 

科学技術省 

外務省 

教育省 

労働雇用省 

社会福祉開発省

国家経済開発庁

大統領府 

 
研究開発機関(7) 科学技術支援機関(8) 

科学技術情報研究所(STII) 

科学教育研究所(SEI) 

技術振興研究所(TAPI) 

科学高等学校(PSHS) 

火山地震研究所(PHIVOLCS) 

気象天文庁(PAGASA) 

情報通信技術局(ICTO) 

技術資源ｾﾝﾀｰ(TRC) 

金属産業調査開発ｾﾝﾀｰ(MIRDC) 

核調査研究所(PNRI) 

繊維研究所(PTRI) 

産業技術研究所(ITDI) 

林産品調査開発ｾﾝﾀｰ(FPRDI) 

食品栄養学研究所(FNRI) 

先端科学技術研究所(ASTI) 

図 6  「フィ」国政府組織内での科学技術省と PAGASA 
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Research & Development 

副部長代理 

Acting Deputy Administrator

管理・技術サービス 

Administrative & Engineering 

研究・開発・研修課 

Research & Development  

& Training Division 

PAGASA地域サービス課 

マニラ首都圏 

PRSD National Capital Region

PAGASA地域サービス課 

北部ルソン 

PRSD Northern Luzon 

気候・農業気象課 

Climatology &  

Agrometeorology Division 

シノプティック観測所：13

（Synoptic Stations） 

農業気象観測所：7 

（Agromet Stations） 

河川流域観測所：1 

（River Basins） 

気象レーダー観測所：2 

（Radar Stations） 

高層気象観測所：1 

（Upper-Air Stations） 

シノプティック観測所：11 

（Synoptic Stations） 

農業気象観測所：4 

（Agromet Stations） 

河川流域観測所：2 

（River Basins） 

気象レーダー観測所：4 

（Radar Stations） 

高層気象観測所：1 

（Upper-Air Stations） 

シノプティック観測所：8 

（Synoptic Stations） 

農業気象観測所：3 

（Agromet Stations） 

河川流域観測所：1 

（River Basins） 

気象レーダー観測所：1 

（Radar Stations） 

高層気象観測所：1 

（Upper-Air Stations） 

シノプティック観測所：15 

（Synoptic Stations） 

農業気象観測所：5 

（Agromet Stations） 

河川流域観測所：0 

（River Basins） 

気象レーダー観測所：5 

（Radar Stations） 

高層気象観測所：5 

（Upper-Air Stations） 

図 7  PAGASA 組織図 シノプティック観測所（Synoptic Stations）：58 

農業気象観測所（Agromet Stations）：24 

河川流域観測所（River Basins）：4 

気象レーダー観測所（Radar Stations）：15（既存：10、建設中：5）

高層気象観測所（Upper-Air Stations）：6 
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＜PAGASA の予報業務体制＞ 

 気象・洪水予報センター（Weather and Flood Forecasting Center：WFFC）の現業予報体制 

PAGASA の気象予報官は、下表の通り 3 交代制 24 時間体制で勤務を行い、日々の気象予報を発表し

ている。 

表 5  PAGASA の気象予報官勤務体制表 
 勤務時間 通常要員数 最低要員数 

I 班 6:00～14:00 2 1 

II 班 14:00～22:00 4 3 

III 班 22:00～6:00 4 3 

 

 気象・洪水予報センター（WFFC）の通常予報 

表 6  PAGASA の天気予報 
天気予報 発表時間 

国内天気予報 1 日 2 回：午前及び午後 5 時 

海上気象予報 1 日 2 回：午前及び午後 5 時 

カマリネスとカタンドゥアネス州を含めたマヨン及びブルサン火山の特別気象予報 1 日 1 回：午後 5 時 

アジアの都市とフィリピン都市/地方の天気予報 1 日 1 回：午後 5 時 

 

 気象・洪水予報センター（WFFC）の台風予警報 

台風予警報に関しては、気象レーダーデータ及び気象衛星画像により台風の監視を始めると同時に、

PAGASA 本部の WFFC において気象データ解析後、下表のように台風予警報を発表している。「フィ」国

において、最低限災害対策に必要とされているリードタイムが 36 時間であることから、台風警報シ

グナルの発令は「36 時間以内」に「フィ」国に影響を及ぼすことが予想される場合と規定している。

台風危険シグナルは、簡素化された分かり易い 4つのシグナルで構成されている。 

 

表 8  フィリピン台風警報シグナル（2006 年 PAGASA 改訂） 
シグナル１ 

（小規模勢力の台風の影響下にある地域） 

 36 時間以内に風速 35km/時～60km/時が予想される場合 

「警戒状態となる」 

シグナル２ 

（中規模勢力の台風の影響下にある地域） 

 24 時間以内に風速 60km/時～100km/時に達すると予想される場合 

「災害対策機関は、担当地域に警戒を促す」 

表 7  PAGASA の台風予警報 
台風予警報 発表時刻 発表のタイミング 情報提供方法 

注意報（Advisory） 1 日 1 回：午後 3時

 台風がフィリピン台風監視責任地域（PAR）

外にある場合 

 勢力は強いが、台風まで発達していない熱

帯低気圧でフィリピン台風監視責任地域

（PAR）内にある場合 

マスメディア（TV、

ラジオ、新聞）、SSB

により地方観測

所、政府防災関連

機関、インターネ

ット、SMS メッセー

ジ、電話、FAX 等

警報（Alert） 
1 日 2 回： 

午前・午後 11 時 

台風が 36 時間以内に「フィ」国に影響を及

ぼさないことが予想される場合 

台風警報シグナル 

（Public Storm Signal 

Warning） 

1 日 4 回： 

午前 5時、午前 11 時

午後 5時、午後 11 時

台風が 36 時間以内に「フィ」国に影響を及

ぼすことが予想される場合 
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シグナル３ 

（強い勢力の台風の影響下にある地域） 

 18 時間以内に風速 100km/時～185km/時に達すると予想される場合 

「災害対策機関は、緊急事態に対応する適切な体制を整える」 

シグナル４ 

（非常に強い勢力の台風の影響下にある地域）

 12 時間以内に風速 185km/時以上に達すると予想される場合 

「国家防災調整委員会及び他の災害対策機関は、予想される災害に対し

て迅速な対応が実施できるよう体制を整える」 

＊表記の時間は、最初にシグナルが発令された時からの時間 

 

PAGASA により発表された台風予警報は、大統領府、民間防衛局、防災調整委員会（Disaster 

Coordinating Council：DCC）、教育省、保健省、国軍、その他関係各省、地方政府、赤十字、NGO、

国連開発計画（United Nations Development Programme：UNDP）などの国際機関、報道機関等に伝達

される。またラジオ、テレビ放送及び新聞報道を通じて直接住民に伝えられている。 

 

＜気象レーダー観測所の観測体制＞ 

気象レーダー観測所では、通常観測（Normal Observation）と特別観測（Special Observation）

の 2つの観測体制で観測を行っている。特別観測は、台風の発生を気象レーダーで確認した時点で開

始され、同時に、PAGASA 本部の WFFC へ電話や無線機等で報告される。なお、台風の位置が気象レー

ダー観測範囲外となった時点で特別観測は終了される。豪雨・暴風雨発生時も台風発生時同様に特別

観測となる。 

表 9  気象レーダー観測所の観測体制 

通常観測 

観測内容 観測所名 観測体制 観測所名 観測時間と回数 

気象レーダー観測

ビラク 

アパリ 

ギウアン 

1 チーム 2名 

ビラク

アパリ

ギウアン

1日 1回：午後 1:00～2:00 

地上観測 

ビラク 

アパリ 

ギウアン 

1 チーム 2名 

2 交代制(気象レーダー観測担

当者は午後の勤務) 

午前 7:30～午後 5:30 

午後 5:30～午前 7:30 

ビラク

1日 4回（6時間毎） 

午前 2:00 及び 8:00 

午後 2:00 及び 8:00 

アパリ

ギウアン

1日 8回（3時間毎） 

午前 2:00、5:00、8:00 及び 11:00

午後 2:00、5:00、8:00 及び 11:00

特別観測 

気象レーダー観測
ビラク 

アパリ 

1 チーム 5名（観測所職員全員）

3交代制 

午前 7:00～午後 3:00 

午後 3:00～午後 11:00 

午後 11:00～午前 7:00 

ビラク

アパリ

ギウアン

1日 24 回：毎時間 
地上観測 

気象レーダー観測
ギウアン 

1 チーム 5名（観測所職員全員）

2交代制 

午前 7:30～午後 5:30 

午後 5:30～午前 7:30 地上観測 

 

２－１－２ 財政・予算 

 

「フィ」国政府は、ここ数年の間、各国家機関の業務の重複を排除し、電子技術による作業の効

率化を図るため、電子情報化を行うなど、国家機関の合理化（Rationalization）を進めてきた。そ
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の結果、高齢層の公務員の削減などの効果が得られ、各組織のスリム化が図られている。このよう

な状況下、各政府機関に充てられる予算は、人件費と組織の維持管理費がほとんどであり、設備投

資等の予算の多くは認められていない。 

「フィ」国の会計年度は、1月 1日～翌年 12 月 31 日で、新年度予算の要求期限は毎年 4月中とな

っている。2009 年度から 2014 年度（見込み）までの PAGASA の年間予算及びその推移は、次の表の

通りである。2011 年度の予算は前年度と比べ 85%増となっており、その後大きな変動はない。なお、

下表の予算に各年度の設備投資費は含まれていない。 

 

表 10  PAGASA の予算の推移 
年度 予算（1,000 ペソ） 各年の推移（%） 

2009 429,981 - 

2010 463,488 7% 

2011 860,837 85% 

2012 869,830 1% 

2013 818,534 -6% 

2014（見込み） 859,600 5% 

 

 

２－１－３ 技術水準 

 

PAGASA技術職員の気象レーダー維持管理経験をみると、技術者の多くは10年以上の電気及び機械

機構関連の作業経験があり、故障探求やその後の不良部品の抽出、交換及び測定器を使用した調整

などの幅広い技能を持っている。空中線装置関連の作業に関しても、回転機構の注油、グリスアッ

プ、サーボモータの交換又は応急的な機械部品の修理等が実施可能であり、その習熟度は高い。既

設の機材はトランジスタやICを使用したロジック回路が主流であり、パーソナルコンピューターな

どのソフトウェアを使用した機材は少ないが、ほとんどの技術者がコンピューターのハード及びソ

フトウェアの知識や取扱いについて習熟している。このため、信号処理、画像処理及びレーダー制

御等をコンピューターに依存している昨今の気象レーダーへの技術的対応には問題がないと思われ

る。 

気象レーダー観測所の技術者による気象レーダーの運用保守作業は毎日行われており、気象レー

ダー導入時に日本のレーダーメーカーの技術者による現地研修（OJT）で得た要領に従って、レーダ

ーの基本性能については観測時毎に、他の装置の稼動状態については毎月点検し、点検簿に記録し

ている。また殆どの故障の修理は、各レーダー観測所の技術者により行われている。 

表 11  気象レーダー観測時毎に実施されているシステム点検項目 
機材名 点検項目 点検方法 

空中線装置 

水平回転駆動の確認 目視 
仰角回転駆動の確認 目視 

回転音の確認 目視 
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送受信装置 
送信電力の測定 電力計 
各電流・電圧指示値の確認 機材付属メーター 

空中線制御装置 直流電圧出力の確認 機材付属メーター 

信号処理装置及び指示装置 特定方向にある山岳から反射してくる信号レベル 
指示装置のレーダー

エコー表示画面 
導波管加圧装置 注入空気圧値を装置装着の圧力計で確認 機材付属の圧力計 
自動電圧調整装置 発電機からの交流電圧の入出力値を付属メーターで確認 機材付属のメーター 

 

 

２－１－４ 既存施設・機材の現状 

 

本プロジェクトの対象サイトである、ギウアン気象レーダー観測所の台風により被害を受けた施

設・機材の現状は以下の通りである。 

 

＜ギウアン気象レーダー塔施設の現状＞ 

 

 

凡例 

 
被害のあった箇所 

給水管 
井戸から施設までの給水配管が、豪

雨による地盤のずれにより破損 

マンホール 
浄化槽へつながる雑排水管用

コンクリートマンホールの蓋

が破損 
敷地配置図 
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1 階平面図 

維持管理室 
 換気用排気口から雨水が吹き込み、天井板が崩落

 2 階エアコン冷媒管用パイプスペースから風雨が

吹き込み天井板が崩落 

エントランスホール 
 換気用排気口から風雨が吹き

込み天井板が崩落 
 上部ケーブルダクトからの浸

水により天井板が崩落 

データ解析室 
 サイクロンスクリーン・アルミ製窓ガラス

が強風により飛んできた小石により破損

 木製ドアが損壊 
 風雨が吹き込み、天井板が崩壊、照明器具

及びエアコン室内機等が損壊 

観測室 
 サイクロンスクリーン・アルミ製窓ガラス

が強風により飛んできた小石により破損

 木製ドアが損壊 
 風雨が吹き込み、天井板が崩壊、照明器具

及びエアコン室内機等が損壊 

パワー供給室 
換気用排気口から雨水の吹き込み

により換気扇が故障 

電気室 
耐雷トランス及び AVR が風雨にさ

らされた 

発電機室 
スチールドアの隙間から風雨が吹

き込み発電機の配線が集積するト

レンチへ浸水 
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2 階平面図 

屋上  
エアコン室外機 7台のうち 3台が強風に

飛ばされ消失、4台が損壊 

階段室 
スチールドアの損壊 

2-4 階 ケーブルダクト 
 ケーブルダクトがひび割れ損傷 
 照明器具が飛ばされ消失 

M4 階平面図 

レーダー機械室 
 全熱交換器の排気口ベントキャップが消

失 
 風雨が吹き込み天井材が崩壊 
 OA フロア床下に浸水 
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5 階平面図 

観測デッキ 
 スチールドアが損壊 
 ケーブルダクトの扉及び照明器具が飛ばさ

れ消失 
 エアコン室外機 2台が強風に飛ばされ消失

階段室 アルミ製ドア 
室内へ吹き込んだ強風により損壊 

6 階平面図 

レドーム室 
レドームパネルが強風により飛ばされ消失し

たことで、雨水が、照明器具・インターフォン

内部に浸入 
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＜ギウアン気象レーダーシステム機材の現状＞ 

 

凡例 

 被害規模が大きい機材、又は暴風雨で飛ばされ消失した機材（再利用できる可能性が無いもの） 

 被害が無い又は被害が軽微な機材（再利用できるもの） 

1 階 観測室・データ解析室・電気室・パワー供給室 

観測室・データ解析室 
気象撹乱・ドップラー速度表示装置、

台風追尾表示装置、データ解析装置、

プリンター、ネットワーク機材、 

IP 電話 

パワー供給室 
電源供給キャパシタ 
非常用バックアップ電源 

電気室 
レーダー用 AVR 

耐雷トランス 

2 階 屋上 

2 階屋上 
VSAT アンテナ 

2 階庇 
ソーラーパネル（非常用電源装置） 
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M4 階 レーダー機械室 

測定器類 

受信信号処理装置 

アンテナ制御装置 

VSAT 局内装置 

送信装置、導波管 

上階への導波管 

レーダー用分電盤 

レーダー予備品 

データプロトコル変換装置 

レーダー動作制御装置 

ネットワーク機材 

IP 電話 

6 階 レドーム室 

レドームパネルが強風によ

り飛ばされ消失 

空中線装置レドームパネル

が強風により飛ばされ消失 

メンテナンス用デッキ、 

メンテナンス用梯子 
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気象レーダー塔施設 全景

1階観測室 1階観測室 

1階データ解析室 1階パワー供給室（電源供給キャパシタ）
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1階電気室（耐雷トランス・AVR） 1階電気室（耐雷トランス） 

2階屋上（VSATアンテナ） 2階屋上（VSATアンテナ） 

2階庇（南側のソーラーパネルフレーム） 2階庇（西側のソーラーパネル） 
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M4階レーダー機械室（送信装置） M4階レーダー機械室（送信装置） 

M4階レーダー機械室（レーダー動作制御装置） M4階レーダー機械室（データプロトコル変換装置）

M4階レーダー機械室（受信信号処理装置） M4階レーダー機械室（OAフロア下）
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M4階レーダー機械室（レーダー用分電盤） M4階レーダー機械室（測定器） 

6階レドーム室（アンテナペデスタル） 6階レドーム室（パネルを留めるアンカーボルト）

6階レドーム室（ケーブルダクトのカバー） 6階レドーム室（ペデスタル下部の導波管）
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6階レドーム室 6階レドーム室 

破損した井戸の給水配管 排水用マンホール（コンクリート製蓋が破損）

仕上げ材の剥がれた外壁、雨樋、柱（強風の飛び石による） 外部ステンレス製フード（強風の飛び石による）
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施設南東側からの観測室 施設南側からの観測室 

施設東側 観測室（左）、データ解析室（右） 1階観測室（飛び石による破損した窓ガラス）

1階観測室（エアコン室内機） 1階データ解析室（天井換気扇） 
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1階エントランスホール（天井） 1階発電機室（トレンチ内配管） 

2～4階階段（ケーブルダクト） 2～4階階段（ケーブルダクト内部）

2階屋上（エアコン室外機置場） 2階屋上（エアコン室外機置場） 



 
 

2-18 

M4階 階段室（天井） M4階 階段室 

M4階レーダー機械室（南東側外壁） M4階レーダー機械室（OAフロア床下）

M4階レーダー機械室（5階ケーブルダクト直下の天井） M4階レーダー機械室（5階ケーブルダクト下部天井） 
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5階観測デッキ 5階観測デッキ 

5階観測デッキ（エアコン室外機の衝突跡） 5階観測デッキ（スチールドア） 

6階レドーム室（M5階入口のアルミ製ドア） 6階レドーム室（階段） 
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２－２  プロジェクトサイト及び周辺の状況 

 

２－２－１ 関連インフラの被害状況 

 

ギウアン市内及びギウアン気象レーダー観測所内の電柱の多くが倒壊したため、電線があちこちで

断線している。東サマール電力会社（Eastern Samar Electric Cooperative, Inc.：ESAMELCO）によ

る商用電源の復旧作業が続いているが、商用電源の完全な復旧には、少なくとも数ヶ月は必要である

と思われる。加えて、PAGASA 職員が宿泊施設として利用していた既設施設（旧気象レーダー塔施設）

も壊滅的な被害を受けていることから、この施設の復旧も、「フィ」国側の大きな負担業務になるも

のと考えられる。以下に被害前・後の写真を添付した。 

 

 

写真 台風 30 号ヨランダの被害前の状況 

気象レーダー観測所内の電柱 気象レーダー塔施設のための電源変圧装置 

既設施設（旧気象レーダー塔施設） 既設施設（旧気象レーダー塔施設） 



 
 

2-21 

 

 

 

写真 台風 30 号ヨランダの被害後の状況 

気象レーダー観測所内の電柱 気象レーダー塔施設のための電源変圧装置 

既設施設（旧気象レーダー塔施設） 既設施設（旧気象レーダー塔施設） 



 
 

2-22 

 

２－２－２ 自然条件 

 

1) 気温・降水 

 

左下の図は、ギウアンにおける 2008 年から 2012 年（5年間）の月別平均降水量である。11 月から

3 月にかけての降水量が多く、1 月と 2 月は 600 ミリ前後となっている。右下の表は、ギウアンの気

温平年値（1981 年～2010 年）である。ギウアンは一年を通じて気温

が高く、最高気温の年間平均は 30.5 度である。 

 

 

2) 台風 

次頁は、1948 年から 2013 年に、フィリピン台風監視責任地域（Philippine Area of Responsibility： 

PAR）に進入した台風の数を月別にまとめたグラフである。7月から 9月が圧倒的に多く、ひと月に平

均 3.0 個以上の台風が PAR に進入している。一方で、台風の上陸数は 10 月と 11 月が多く、PAR に進

入した台風の半分以上が上陸している。 

表 12  ギウアンの気温平年

値（1981 年～2010 年） 
出典：PAGASA

月 最高 最低 平均 

1 月 28.5 23.5 26.0 

2 月 28.9 23.6 26.2 

3 月 29.7 24.0 26.8 

4 月 31.1 24.7 27.9 

5 月 32.2 25.3 28.8 

6 月 31.8 25.0 28.4 

7 月 31.2 24.8 28.0 

8 月 31.5 25.0 28.3 

9 月 31.5 24.8 28.2 

10 月 30.8 24.7 27.7 

11 月 29.9 24.3 27.1 

12 月 29.0 23.9 26.4 

年間 30.5 24.5 27.5 0

100

200
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700
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量
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ミ
リ
）

出典：PAGASA

図 8  ギウアンの月別平均降水量（2008 年～2012 年） 
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3) 地震 

「フィ」国は、我が国と同様、環太平洋地震・火山帯に属した 7,000 以上の島々からなる島嶼国で

ある。列島周辺には、フィリピン海プレート、ユーラシアプレート、セレベス海プレート等のプレー

ト群が存在し、非常に複雑な地域である。このようなプレート群や活断層は絶えず変動しているため、

地震は「フィ」国土上のいずれかで有感・無感を含め 1日平均 5回発生している。 

 

 

２－２－３ 環境社会配慮 

 

本プロジェクトのサイト（ギウアン気象レーダー観測所）は PAGASA の既設観測所であること、ま

た 2009 年 5 月 26 日には、「気象レーダーシステム整備計画」の実施に関して、環境管理不適用証明

(Certificate of Non-Coverage：CNC)を環境管理局(Environmental Management Bureau：EMB)より取

得していることから、環境管理証明（Environmental Compliance Certificate：ECC）に関する手続

きは不要である旨、確認が取れている。 

図 9  「フィ」国の台風監視責任地域（PAR）内に進入した台風数（1948 年～2013 年） 
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第３章 プロジェクトの内容 

 

３－１  プロジェクトの概要 

2013 年 11 月 8 日、台風 30 号ヨランダがフィリピン国（以下「フィ」国）を直撃し、壊滅的な被害

を与えた。以下、台風 30 号ヨランダの詳細である。 

＜台風 30 号（国際名：ハイエン、フィリピン名：ヨランダ）の詳細＞ 

台風 30 号ヨランダは、フィリピン台風監視責任地域（Philippine Area of Responsibility：PAR）

へ 2013 年に 24 番目に進入した熱帯低気圧であり、PAR 内には 11 月 6 日から 9日まで留まった。 

 2013 年 11 月 1 日にカロリン諸島上に低圧部（Low-Pressure Area）

を確認した。 

 2013 年 11 月 2 日、低圧部から熱帯低気圧に発達した。（風速

17.2m/s 未満） 

 2013 年 11 月 4 日、台風（風速 17.2m/s 以上）へと発達し、国際

名は「ハイエン（Haiyan）」とされた。 

 2013 年 11 月 5 日の午前 11 時に PAGASA より台風情報（海上暴風

警報、注意報 1、台風の中心付近の最大風速 26.3m/s、最大瞬間風

速 33.3m/s、時速 25km で西に進み、11 月 7 日に PAR 内に入るとの

予想)が発表された。 

 2013 年 11 月 6 日の午前 5時に PAR の東の領域近くへ移動した。 

 2013年11月6日の午前11時、PAGASA

より新たな台風情報（海上台風警報、

注意報 2、台風の情報は中心付近の

最大風速 33.3m/s、最大瞬間風速

41.6m/s、時速 30km で西寄りに進む

との予想）が発表された。 

 荒天気象速報（Severe Weather 

Bulletin：SWB）1 号が、2013 年 11

月 6 日午後 11 時に PAGASA より発表

された。（台風 30 号ヨランダは PAR

外であった。） 

 

我が国の気象衛星 MTSAT に

よる台風 30 号ヨランダの画像

実際の台風経路 

PAGASA の台風予想進路 

図 10  台風 30 号ヨランダの実際の経路と PAGASA の予想進路

（2013 年 11 月 7 日午後 2 時発表） 
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 台風30号ヨランダは2013年11月8日午前4時40分に東サマール州ギウアンへ最初に上陸した。 

 ヴィサヤには多数の島があるため合計 6回（東サマール州ギウアン、レイテ州トロサ、ダーンバ

ンタヤン、セブ州バンタヤン島、イロイロ州コンセプション及びパラワン州ブスアンガ）上陸し

た。 

 

＜ギウアン気象レーダーシステムが果たした役割＞ 

ギウアン気象レーダーシステムは、台風 30

号ヨランダが刻々と「フィ」国に接近する中、

的確に台風の追尾を行った。PAGASA 本局へ送

られた気象レーダー画像は、台風の中心位

置・直径や勢力の把握、また風向・風速の算

出、降雨量の推定に大きく貢献したほか、

PAGASA の台風の進路予報、注意報及び警報の

作成や発表に有用で貴重な情報を適時提供

した。 

図 11 は、台風 30 号ヨランダが「フィ」国

に接近する最中、ギウアン気象レーダーシス

テムによる 2013 年 11 月 7 日午後 7 時半の

画像である。これ以降、ギウアン気象レー

ダーシステムは、11月8日午前4時16分（最

後の画像：図 12）まで、台風の観測情報を

PAGASA 本局へ送信し続けた。 

このような状況下、2013年11月7日に「フ

ィ」国大統領は、巨大な台風の襲来に対す

る全国的な準備を呼びかけ、台風の進路と

なった地域では高潮が発生する旨を強調し

た。また PAGASA は、台風 30 号ヨランダの

勢力が増した後の同日午後 9 時 15 分に特別記者会見を開いた。これ以降 PAGASA は、台風 30 号ヨラ

ンダの勢力と位置を毎時更新するなど、9 日午後 3 時半まで国民に情報を提供し続けた。しかしなが

ら、台風 30 号ヨランダは、我々の想像を絶する被害をもたらし、台風観測に貢献したギウアン気象

レーダーシステムにも大きな被害を与えた。 

そのため本プロジェクトは、我が国の無償資金協力により実施された「気象レーダーシステム整備

図 12  ギウアン気象レーダーシステムが台風 30 号ヨランダ

を捉えた最後の画像（2013 年 11 月 8 日午後 4 時 16 分） 

図 11  ギウアン気象レーダーシステムが台風 30 号

ヨランダを捉えた画像（2013 年 11 月 7 日午後 7 時半）
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計画」で整備されたギウアン気象レーダーシステムをはじめとした、機材、施設の復旧作業を実施し、

PAGASA の台風監視機能を回復させることを目標とする。 

 

３－２  協力対象事業の概略設計 

 

３－２－１ 設計方針 

 

（1） 基本方針 

我が国の無償資金協力により実施された「気象レーダーシステム整備計画」のもと、2013 年 9 月

10 日に完成、引渡しされたギウアン気象レーダー観測所を被災前の状態に復旧させ、PAGASA の台風

監視機能を回復させる。 

 

＜機材の設計方針＞ 

本プロジェクトで新設するシステムの設計方針は以下の通りである。 

1) レドームパネルの中間層にハニカム構造のコアマットを用いて強度増を行い、設計上最大と

考えられる耐風速 125m/s の新しいレドームを設置する。 

2) 消失・損壊・損傷した機材（配管を含む）は、全て新しいものに交換する。 

3) 全てのソフトウェアのバックアップを PAGASA が所持していることから、気象レーダーシステ

ム及び気象データ衛星通信システム（VSAT）関連ソフトウェア（PC 調達時に既にインストー

ルされていた Windows 等は除く）は全て既設のものを使用する 

 

＜施設（気象レーダー塔）の設計方針＞ 

1) 台風 30 号ヨランダと同規模の台風の襲来にも耐えうるように、屋外に設置される施設機材は、

補強帯によりコンクリートベースに強固に固定するほか、屋外扉は強化した新しいものに交

換する。 

2) 消失・損壊・損傷した施設機材（照明機器、空調機器等）は、全て新しいものに交換する。 

3) 現地入手可能な材料を最大限に活用する。 

 

（2） 自然環境条件に対する方針 

台風 30 号ヨランダの被害を踏まえ、その教訓を適切に反映した気象レーダー塔施設とする。 
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（3） 建設事情に対する方針 

建設資材の殆どが現地において調達が可能である。そのため、丈夫で維持管理が容易であり、

アスベストを使用していない材料を選定して使用する。 

「フィ」国では、労務者に関して、大工、左官、鉄筋工等の職種が確立されており、技術レベ

ルには問題が無い。現地労務者の活用をより図るため、現地労務者が慣れている一般的な工法を

採用する。 

 

（4） 現地業者の活用に係る方針 

1) 施設復旧工事 

一般的に現地大手建設会社は技術レベルも比較的高いため、本プロジェクトのサブコンとして有

効に活用する。 

 

2) 機材据付工事 

日本人機材据付技術者の監督の下、現地電設工事業者等をサブコンとして有効に活用する。 

 

（5） 工法／調達方法、工期に係る方針 

大雨等による更なる被害が拡大しないように、復旧工事開始前には、強固で最適な仮設施設（囲

い）を構築する。 

 

 

３－２－２ 基本計画 

 

（1） 機材の基本計画 

本プロジェクトで実施する機材及び施設の復旧作業の項目及び内容は、以下の通りである。 
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表 13  補強・改修箇所と方法 

被害を受けた箇所 消失・損壊・損傷 交換・補強・修理
交換・補強・修理内容 

（根拠） 
「気象レーダーシステム整備計

画」完了時の写真 
被災後の写真 

気象レーダーシステム 

レドーム 消失 補強 

中間層にハニカム構造のコア
マットを用いてレドーム面の
強度増を行い耐風速 125m/s と
した新しいものに交換 

  

レドーム 
（ベースリング） 

損傷 交換 既設同等品に交換   

空中線装置 
（気象レーダーアンテナ） 

消失 交換 既設同等品に交換  

空中線装置 
（ペデスタル） 

損壊 交換 既設同等品に交換   
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空中線制御装置 損傷 交換 
既設同等品に交換 

(交換部品として使用する) 

 

 

送信装置 損傷 交換 
既設同等品に交換 

(交換部品として使用する) 
  

受信信号処理装置 損傷 交換 
既設同等品に交換 

(交換部品として使用する) 
  

導波管 損傷 交換 既設同等品に交換   
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電源供給キャパシタ 損傷 交換 
既設同等品に交換 

(交換部品として使用する) 
  

測定機器等 損傷 交換 既設同等品に交換   

導波管加圧装置 
再利用 

（良好に稼働することを確認済み） 

 

 

データ・プロトコル 
変換装置 

再利用 
（良好に稼働することを確認済み） 
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レーダー動作制御装置 
再利用 

（良好に稼働することを確認済み） 

 

 

レーダー機器用の耐雷ト
ランス及び自動電圧調整

装置 

再利用 

（良好に稼働することを確認済み） 
  

気象レーダーデータ表示システム 

気象撹乱・ドップラー速度
表示装置、台風追尾表示装
置、データ解析装置及びオ
フラインメンテナンス用

コンピューター 

損壊 交換 既設同等品に交換 

 

 

小型無停電電源装置、プリ
ンター及び周辺機器 

損壊・損傷 交換 既設同等品に交換   
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SIP IP 電話 損壊・損傷 交換 既設同等品に交換   

気象データ衛星通信システム 

VSAT 局屋外装置（ODU/送信

機 ）、 VSAT 局 屋 外 装 置

（ODU/LNB）、VSAT 局アンテナ

装置、避雷器箱） 

損傷 交換 既設同等品に交換  

 

VSAT 局屋内装置（IDU） 損傷 交換 
既設同等品に交換 

(交換部品として使用する) 

  

非常用電源装置 損傷 交換 
既設同等品に交換 

(交換部品として使用する) 
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非常用電源装置 
（ソーラーパネル） 

消失・損傷 補強 

 ソーラーパネルは、既設同
等品に交換 

 ソーラーパネル架台は、日
本において改良したものを
作成して取り付ける 

  

気象レーダー塔施設 

1 階観測室とデータ解析室
のアルミサッシ窓 

損壊 交換・補強・修理

 損壊した窓ガラスを交換 
 飛び石を通さない開穴の細
かなパンチングメタルパネ
ル製のサイクロンスクリー
ンをガラス前面に設置する 

  

サイクロンスクリーン 消失・損壊 交換・補強 

 飛び石などがガラスに当た
って割れる事の無いよう
に、パンチングメタルを採
用して、目を細かくする 

 全て新しいものに交換 
 日本において強靭なものを
作成して取り付ける 

  

1 階観測室とデータ解析室
の木製扉 

損壊・損傷 交換・補強 
既設同等品に交換及び取外し
可能な大きなサイズのルーバ
ーの設置 
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1 階観測室の OA フロア 損傷 交換 既設同等品に交換   

1 階観測室のカーペットタ
イル 

損傷 交換 既設同等品に交換   

1 階発電機室のトレンチ内
配線 

損傷 交換 既設同等品に交換   

1 階電気室の耐雷トランス 
再利用 

（良好に稼働することを確認済み） 
 

 

1 階電気室の自動電圧調整
装置 

再利用 

（良好に稼働することを確認済み） 
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1 階観測室及びデータ解析
室のエアコン室内機 

損壊・損傷 交換 既設同等品に交換   

1 階及び M4 階換気用排気口 
（ベントキャップ） 

消失・損壊 交換・補強 
 消失・損壊したベントキャッ
プを全て新しいものに交換 

 ボルト留めにより補強を行う
  

1 階換気扇 損壊・損傷 交換・補強 既設同等品に交換   

1 階警報盤 損壊・損傷 交換 既設同等品に交換   
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1 階自動火災報知機 損壊・損傷 交換 既設同等品に交換   

1 階家具 損壊・損傷 交換 既設同等品に交換   

1 階電話機 損壊・損傷 交換・補強 既設同等品に交換   

ケーブルダクト 損傷 交換・補強・修理

 日本において強靭なケーブル
ダクト点検扉を作成して取り
付ける 

 ステンレスアングルで補強を
行う 

 レドーム室内のケーブルダク
ト最上部及びダクト内部に雨
水止めを 3カ所設ける 
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1 階観測室、データ解析室、
維持管理室、エントランス
ホール、M4階レーダー機械
室、6階レドーム室及び 4
階から 6階までの階段室の

内部照明器具 

消失・損壊 交換 既設同等品に交換 

  

5 階観測デッキ及び 2階か
ら 4階までの外部照明器具 

消失・損壊 交換・補強 

 消失・損壊した照明器具を交
換 

 より強固に固定する金物を取
り付ける 

 

 
 

1 階観測室、データ解析室、
維持管理室、エントランス
ホール、M4階レーダー機械
室及び 4階から 6階までの

階段室の天井 

損壊・損傷 交換 既設同等品に交換   

2 階エアコン室外機 消失・損壊 交換・補強 

 消失・損壊したエアコン室外
機を交換 

 ステンレスアングル材にて補
強帯を製作して、エアコン室
外機をコンクリートベースに
強固に固定する 
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5 階エアコン室外機 消失・損壊 交換・補強 

 消失・損壊したエアコン室外
機を交換 

 ステンレスアングル材にて補
強帯を製作して、エアコン室
外機をコンクリートベースに
強固に固定する 

  

2 階のエアコン冷媒管及び
冷媒管カバー 

消失・損壊 交換・補強 

 消失・損壊した冷媒管を交換
 ステンレスチェッカープレー
ト材にて冷媒管カバーを製作
して、コンクリートベースに
強固に固定する 

  

5 階のエアコン冷媒管及び
冷媒管カバー 

消失・損壊 交換・補強 

 消失・損壊した冷媒管を交換
 ステンレスチェッカープレー
ト材にて冷媒管カバーを製作
して、コンクリートベースに
強固に固定する 

  

2 階の屋外扉 損壊 交換・補強 

 扉枠内側にアングルで補強を
行い扉との被り幅を広く取る

 内部補強を更に加え表面パネ
ルを厚くした鉄製扉に交換 
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5 階の屋外扉 損壊 交換・補強 

 扉枠内側にアングルで補強を
行い扉との被り幅を広く取る

 内部補強を更に加え表面パネ
ルを厚くした鉄製扉に交換 

  

M4 階（レーダー機械室）OA
フロア 

損傷 交換 既設同等品に交換   

M2 階高架水槽の蓋 消失 交換・補強 
 消失した蓋を新しいものに交
換 

 ボルト留めにより補強を行う
 

 
 

M4 階全熱交換器 損壊・損傷 交換 既設同等品に交換   
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M5 階アルミ製ドア 損壊 交換 新しい鉄製扉に交換   

1 階外装（外壁タイル、吹
付タイル） 

損傷 修理 既設同等品に修理 

  

 

消失：物が消えてなくなること 

損壊：こわれること 

損傷：物などが損なわれ傷つくこと 
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＜ビラク気象レーダー塔施設の補強工事＞ 

我が国の無償資金協力により実施された「気象レーダーシステム整備計画」のもと、ビラク・アパ

リ・ギウアンの気象レーダー塔施設 3 棟が整備されたが、台風 30 号ヨランダにより被害を受けた気

象レーダー塔はギウアンのみであった。このため、当初はギウアン気象レーダー塔施設だけが本プロ

ジェクトの対象であったが、現地調査時に先方政府より、ビラク・アパリの気象レーダー塔施設の補

強に関しても強い要請を受けたが、PAGASA より受領した資料等を慎重に検討した結果、以下に列記し

た理由により、ビラク気象レーダー塔施設に対してのみ補強工事を実施することが妥当であると結論

に至った。 

1) ビラクは、Catanduanes 島のフィリピンに進入する台風の進入域に位置すること。 

2) ギウアンを襲った台風ヨランダと同規模の台風がビラクへ襲来する可能性が高いこと。 

3) ギウアンと同様に、ビラク気象レーダー塔施設は、太平洋に面した丘陵の頂上に位置しているこ

と。 

4) アパリはルソン北部にあり、アパリ気象レーダー塔施設は市街地の海岸に面した平坦な場所に位

置していること。 

本プロジェクトで実施するビラク気象レーダー塔施設の補強工事の項目及び内容は、以下の通りで

ある。 

 

表 14  ビラク気象レーダー塔施設の補強箇所と方法 
補強箇所 補強内容 

1 階観測室とデータ解析室の
アルミサッシ窓 

 飛び石を通さない開穴の細かなパンチングメタルパネル製のサイクロンス
クリーンをガラス前面に設置する 

サイクロンスクリーン 

 飛び石などがガラスに当たって割れる事の無いように、パンチングメタルを
採用して、目を細かくする 

 全て新しいものに交換 
 日本において強靭なものを作成して取り付ける 

ケーブルダクト 

 日本において強靭なケーブルダクト点検扉を作成して取り付ける 
 ステンレスアングルで補強を行う 
 レドーム室内のケーブルダクト最上部及びダクト内部に雨水止めを3カ所設
ける（アパリ気象レーダー塔施設に関しても、この方法を実施するように
PAGASA に対して提案を行う） 

5 階観測デッキ及び 2階から
4階までの外部照明器具 

 より強固に固定可能な金物を取り付ける 

2 階エアコン室外機 
 ステンレスアングル材にて補強帯を製作して、エアコン室外機をコンクリー
トベースに強固に固定する 

5 階エアコン室外機 
 ステンレスアングル材にて補強帯を製作して、エアコン室外機をコンクリー
トベースに強固に固定する 

2 階のエアコン冷媒管カバー
 ステンレスチェッカープレート材にて冷媒管カバーを製作して、コンクリー
トベースに強固に固定する 

5 階のエアコン冷媒管カバー
 ステンレスチェッカープレート材にて冷媒管カバーを製作して、コンクリー
トベースに強固に固定する 

2 階の屋外扉  扉枠内側にアングルで補強を行い扉との被り幅を広く取る 

5 階の屋外扉  扉枠内側にアングルで補強を行い扉との被り幅を広く取る 
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(1) 主要機材リスト 

主要機材は以下の通りである。 

気象レーダーシステム 
サイト名：ギウアン気象レーダー塔施設 

名称 数量 目的 

レドーム 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ空中線装置、作業員等を過酷な気象条件から保護する。頂部に

避雷針を設け、全体を落雷から保護する。 

空中線装置 1 式 ﾊﾟﾗﾎﾞﾗｱﾝﾃﾅを方位角 360°、仰角 0～60°の任意の方位に指向、ある

いは回転させ、送信装置からの送信電波をﾍﾟﾝｼﾙﾋﾞｰﾑ状に空間に放射

する。降水粒子により散乱された電波を受け、受信装置に送り込む。

空中線制御装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ観測ﾓｰﾄﾞに従った空中線制御信号により、空中線の水平、垂直

用ﾓｰﾀを駆動し、空中線を指示された方位に指向あるいは回転させ

る。 

送信装置 1 式 ｿﾘｯﾄﾞｽﾃｰﾄ増幅部でﾊﾟﾙｽ状のﾏｲｸﾛ波を所定の電力まで増幅発生させ、

これを送信電波として空中線装置に送る。 

受信信号処理装置 1 式 空中線装置からの受信電波を受信部で増幅、中間周波数に変換しﾃﾞ

ｼﾞﾀﾙ値に変換したのち、地形ｴｺｰの除去、受信信号の平均化、距離に

応じた受信信号強度の補正等の処理を行う。 

位相検波の結果からﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ速度を算出しﾚｰﾀﾞｰ動作制御装置へ出力

する。 

導波管 1 式 空中線装置と送信装置とを結び、低損失で送受信電波を伝達させる。

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。

電源供給キャパシタ 1 式 電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀの蓄電ｴﾈﾙｷﾞｰにより電力を発生させ、停電時にﾚｰ

ﾀﾞｰｼｽﾃﾑに電力供給する。 
測定機
器等 

試験信号発生器 1 式 受信信号測定用に使用する。 
電力計 1 式 電力測定用に使用する。 

ﾊﾟﾜｰｾﾝｻｰ 1 式 電力測定用に使用する。 
周波数計 1 式 周波数測定用に使用する。 
ｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ 1 式 電気信号波形測定用に使用する。 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ 1 式 電圧・電流測定用に使用する。 
保守用梯子 1 式 ﾚﾄﾞｰﾑ及び航空障害灯のﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
ﾚｰﾀﾞｰ空中線保守用ﾃﾞｯｷ 1 式 空中線装置のﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象レーダーデータ表示システム 
サイト名：ギウアン気象レーダー塔施設 

名称 数量 目的 

気象擾乱・ドップラー速度表示装置 1 式 気象現象の監視、表示、警告を行う。 

台風追尾表示装置 1 式 台風の軌跡を作成し表示する。また進路予測も行う。 

カラープリンター（観測室） 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。

小型無停電電源装置 4 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合、ｼｬｯ

ﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。 

オフラインメンテナンス用コンピューター 1 式 各種ﾒﾝﾃﾅﾝｽ記録等の日常業務資料の作成、保存を行う。また携帯電

話網ﾃﾞｰﾀ通信ﾓﾃﾞﾑと接続し、非常時のﾃﾞｰﾀ通信手段として活用する。

カラープリンター（オフラインメンテナン

ス用） 

1 式 日常操作と保守記録を印刷する。 

携帯電話網データ通信モデム 1 式 ｵﾌﾗｲﾝﾒﾝﾃﾅﾝｽ用ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰと接続し、非常時に携帯電話網を使ってﾃﾞｰﾀ

通信を行う。 

データ解析装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰで観測されたﾃﾞｰﾀから気象現象の解析を行う。 

カラープリンター（データ解析室） 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

小型無停電電源装置（データ解析室） 1 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。
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SIP IP 電話（観測室） 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換して、電話による音声通

話を行う。 

SIP IP 電話（データ解析室） 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換して、電話による音声通

話を行う。 

 

気象データ衛星通信システム 
サイト名：ギウアン気象レーダー塔施設 

名称 数量 目的 

VSAT 局屋外装置（ODU/送信機） 1 式 衛星を経由して各ﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行う送信機。 

VSAT 局屋外装置（ODU/LNB） 1 式 衛星を経由して各ﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行う受信機。 

VSAT 局アンテナ装置 1 式 衛星を経由して各ﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行うｱﾝﾃﾅ。 

VSAT 局屋内装置（IDU） 1 式 衛星を経由して各ﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ通信を行う変復調装置。 

避雷器箱 1 式 ｱﾝﾃﾅから進入する誘雷の被害から機器を守る為の装置。 

非常用電源装置 1 式 停電時に電源を供給する為の電源装置。 
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３－２－３ 概略設計図 

 

概略設計図を次ページより添付する。 

ギウアン気象レーダー塔施設復旧工事 

建具 

 建具レイアウト図 1 ：A -01 

 建具レイアウト図 2 ：A -02 

 建具レイアウト図 3 ：A -03 

 建具リスト ：A -04 

 鋼製建具ドア詳細図 1 ：A -05 

 鋼製建具ドア詳細図 2 ：A -06 

 鋼製建具ドア詳細図 3 ：A -07 

 サイクロンスクリーン詳細図 1 ：A -08 

 サイクロンスクリーン詳細図 2 ：A -09 

 サイクロンスクリーン詳細図 3 ：A -10 

 

ケーブルダクト 

 ケーブルダクト詳細図 1 ：A -11 

 ケーブルダクト詳細図 2 ：A -12 

 ケーブルダクト詳細図 3 ：A -13 

 

空調室外機 

 空調室外機詳細図 1 ：A -14 

 空調室外機詳細図 2 ：A -15 

 空調室外機詳細図 3 ：A -16 

 

 

ギウアン気象レーダーシステム機材復旧工事 

 

 機材レイアウト図 1 ：EQ -01 

 機材レイアウト図 2 ：EQ -02 

 機材レイアウト図 3 ：EQ -03 
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３－２－４ 施工計画／調達計画 

 

３－２－４－１ 施工方針／調達方針 

 

1） 事業実施主体 

 本プロジェクトの事業実施主体は、DOST 傘下の PAGASA であり、コンサルタント契約及びコントラ

クター契約の契約当事者である。PAGASA は「フィ」国の気象業務を行う唯一の政府機関であり、気象

観測、気象データ通信、データ処理・解析、気象予報、気象情報伝達と気象に係わる全ての業務を行

っている。 

 

2） コンサルタント 

 「フィ」国政府及び日本国政府間での交換公文（E／N）及び「フィ」国側と JICA の間での贈与契

約（G／A）署名後、本プロジェクトのコンサルティング・サービス契約が早急に締結されることが肝

要である。コンサルティング・サービス契約は、PAGASA と日本国の法律に従って設立され、日本国内

に主たる事務所を有し、且つ JICA の推薦を受けたコンサルタントの間で締結される。 

 コンサルティング・サービスの契約締結後、PAGASA が行う入札会の補助を行い、本プロジェクトを

成功裏に完了するために施工・調達監理を引き続き行う。 

 

3） 請負者（コントラクター） 

 本プロジェクトの請負者（機材調達業者及び建設工事業者）は、一定の資格を有する日本国法人を

対象とした一般入札により選定される。選定された請負者は、PAGASA と結ばれる契約に基づき、施設

復旧工事、機材製作・調達・設置等を行う。 

 

 

３－２－４－２ 施工上／調達上の留意事項 

 

＜機材設置に関する留意事項＞ 

復旧工事工程に従い、電源装置、バックアップ装置機器（AVR、レーダーパワーバックアップユニ

ット等）の据付け、及び機器の調整・配線時の電気技術者の派遣が必要である。またレーダーシステ

ム、コンピューター機器、複雑な気象観測機器の設置、調整、試験稼動時には、全システムへ正確な

気象観測には欠かすことができない高精度と機能を発揮させるため、気象レーダーシステム、データ

伝送、コンピューターネットワーク、ソフトウェア等の技術者の派遣が必要となる。 
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３－２－４－３ 施工区分／調達・据付区分 

 

本案件の実施にあたり、日本国無償資金協力と「フィ」国側の施工区分を次に示す。 

表15  日本国無償資金協力と「フィ」国側の施工区分 

No. 項目 
日本政府無償資金

による負担範囲 

「フィ」国

（PAGASA）による

負担範囲 

 一般項目   

1 「フィ」国で必要な制度上、法律上の手続き全般  ● 

2 

本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸

揚げ港での通関手続きに必要な書類の通関業者/輸送業者（請負業者に

より雇用された）に対する提供 

 ● 

3 海外（日本）からの材料や機材の海上（航空）輸送 ●  
4 「フィ」国の陸揚げ港からサイトまでの国内輸送 ●  

5 

「フィ」国以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する本プロ

ジェクト実施に関与する人員のビザ発給の保証（期間延長を含む）及

び必要な手続き等、「フィ」国入国及び滞在に必要となる事項 

 ● 

6 
契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、被援助国で課され

る関税、内国税、その他の課税の免除 
 ● 

7 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正

（要請に応じて）のための銀行手数料の支払い 
 ● 

8 
本プロジェクトの実施に必要な日本の無償資金が負担する以外の全て

の費用負担 
 ● 

9 
本プロジェクトの実施前及び実施期間中に、各サイト及び日本を含む

諸外国国籍を有する本プロジェクトに任命された人員の安全確保 
 ● 

 気象レーダー塔施設復旧工事   

10 
建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の仮設設備のため、ギ

ウアン及びビラク気象レーダー観測所におけるスペースの提供 
 ● 

11 被害を受けた施設機材の撤去 ● 

12 
ギウアン気象レーダー塔施設に必要な、容量 150kVA の商用電源（240V、

3 相 3 線、60Hz）の復旧 
 ● 

13 
ギウアン気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップ

ダウントランス（容量 150kVA）の復旧 
 ● 

14 建設作業のための仮設（電気、水設備等）の提供  ● 

15 

気象レーダー塔施設復旧工事のための 

a) 建築・土木工事 

b) 電気設備工事（避雷設備を含む） 

c) 空調・換気設備工事 

d) 衛生設備工事 

●  

16 被害を受けた気象レーダー塔施設用家具の調達・設置 ●  

17 
被害を受けたガーデニング、フェンス、門、敷地境界壁、敷地内外の

外部照明等の屋外施設 
 ● 

18 
機材設置の完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで復

旧された気象レーダー塔施設に対する保証の提供 
●  

 機材の設置作業   

19 機材の新たな設置に必要となる、被害を受けた機材の撤去、移転 ● 

20 
設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の提供及

び配置 
 ● 

21 本プロジェクトの実施に必要な機材の調達・設置・調整 ●  
22 本プロジェクトで調達される機材の設置用家具の調達・設置・調整 ●  
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23 全システムの稼働開始 ●  
24 既設コンピューター機器の移設・調整（必要に応じて）  ● 

25 
機材設置の完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで設

置された機材に対する保証の提供 
●  

 本プロジェクト完了後   

26 機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員の配置  ● 
27 機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達  ● 

28 
本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が効率的に機能する

ための適切な運用・維持管理 
 ● 

29 本プロジェクトで建設された施設と調達機材の効果的利活用  ● 

30 適切な気象レーダー観測と予報業務に必要な予算と人員の確保  ● 

31 
全てのオペレーション/アンチウィルス/アプリケーション・ソフトウ

ェアの定期的なアップデート 
 ● 

 

 

３－２－４－４ 施工監理計画／調達監理計画 

 

1） 施工監理主要方針 

① 我が国の無償資金協力方針及び調査設計内容に従い、機材調達、施工監理業務を実施する。 

② 関係機関や担当者と密接に連絡をとる。 

③ 公正な立場に立って、施工関係者に対して迅速かつ適切な指導と助言を行う。 

④ 災害を引き起こすであろう気象現象の発生を的確に把握し、安全を最優先に工事を進める。 

 

2） 工事監理体制 

① 施設建設工事期間及び機材据付期間中は現地常駐監理者を最低 1 名「フィ」国に派遣する。常

駐監理者は PAGASA の担当者とともに、施工指導、監理等を行う。 

② 機材の設置・調整及びソフトウェアインストールに際しては、適宜コンサルタント監理者（各

システム・装置に関する技術者）を現地に派遣し、指導・検査等を行う。 

③ 国内に支援要員を配置し、機材の性能検査、調整、検査等に立ち会う。 

④ サイトでのデータ伝送テスト時には、適宜関連技術者を現地に派遣する。 

 

3） 監理業務内容 

① 監理業務 

コンサルタントは実施機関の代理として入札関連・調達監理業務を実施する。 

② 施工図、資機材等の検査・確認 

コンサルタントは、コントラクターから提出される施工図、製作図等の検査・確認を行う。 
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③ 進捗監理 

コンサルタントは、必要に応じて実施機関や在フィリピン日本国大使館、JICA フィリピン事務

所を含む日本国側へ進捗状況を報告する。 

④ 支払い承認手続き 

コンサルタントは、支払い手続きに関する協力を行う。 

 

 

３－２－４－５ 品質管理計画 

 

主要工種の品質管理計画は、以下の通りである。 

表 16  品質管理計画 

工事 工種 管理項目 方法 備考 

仕上げ工事 タイル工事 出来映え 外観目視検査  

左官工事 出来映え 外観目視検査 

建具工事 製品 

取付精度 

工場製品の検査成績書確認 

外観･寸法検査 

塗装工事 出来映え 外観目視検査 

内装工事全般 製品･出来映え 外観目視検査 

電気工事 受変電設備工事 性能･動作･据付状況 工場製品の検査成績書確認 

耐圧･ﾒｶﾞｰ･動作ﾃｽﾄ･外観 

 

配管工事 屈曲状況､支持間隔 外観･寸法検査 

電線､ｹｰﾌﾞﾙ工事 ｼｰｽの損傷 

接続箇所の緩み 

成績書確認､敷設前清掃 

ﾎﾞﾙﾄ増締後ﾏｰｷﾝｸﾞ 

避雷針工事 抵抗値､導体支持 抵抗測定･外観･寸法検査 

照明工事 性能･動作･取付状況 成績書確認･照度ﾃｽﾄ･外観 

 

 

３－２－４－６ 資機材等調達計画 

 

（1） 機材調達 

機材・システムを供給するにあたり最も考慮を要することは、保守の方法と、「フィ」国内での必

要な部品や消耗品の調達状況である。機材の調達は、本プロジェクト完了後における保守を考慮しな

ければならないが、固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムで既に実用され、技術が確立

されているものや、また観測精度、信頼性、耐久性が気象観測業務に耐えうるものとして確認されて

いるものは、日本製以外にはない。なお、被害を受けた気象レーダーシステムは日本製であったこと

から、被害を免れ交換を行わないユニットとの互換性等も考慮し、機材は全て日本からの調達とする。 

「フィ」国には、主なコンピューター機器製造メーカーの支社／現地法人があり、代理店も多く存

在する。そのため、コンピューター機器の維持管理の容易さを考慮すると、「フィ」国内の市場で販

売されている機器を、本プロジェクトのコンピューターシステムやその他の複雑なシステムに使用す
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ることが重要である。また機器の調達計画は、可能な限りの機種の統一化、スペアパーツの調達と保

守作業の容易さ等を念頭に置き決定する。 

 

（2） 建設資材 

1) 建設資材調達方針 

主要建設資材は現地調達が可能であり、ASEAN 近隣諸国等から輸入された建設資材も容易に入手

可能であるため、現地調達を基本とする。施設完成後の維持管理の点で有利であるため、現地調

達可能な資材を積極的に活用する。 

 

2) 建設資材調達計画 

① 建築内外装工事 

内外装資材の木材、タイル、塗料、ガラス、アルミ製品等は、現地製品及び輸入製品ともに市

場に出回っており、調達可能であるため、現地調達を原則とする。鋼製建具、建具補強金物及び

サイクロンスクリーンは、日本調達とする。 
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表 17  主要建設資材調達計画表 建築工事 

建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ◎  ✓   

砂･砂利 ◎  ✓   

鉄筋 ◎  ✓   

型枠(ﾍﾞﾆﾔ) ◎  ✓   

木材 ◎  ✓   

ｱﾙﾐ製建具 ◎  ✓   

鋼製建具及び補強金物 △ 日本   ✓

ｻｲｸﾛﾝｽｸﾘｰﾝ △ 日本   ✓

木製建具 ◎  ✓   

ﾄﾞｱﾊﾝﾄﾞﾙ、ﾛｯｸｾｯﾄ ◎  ✓   

ﾌﾛｱｰﾋﾝｼﾞ ◎  ✓   

普通ｶﾞﾗｽ ◎  ✓   

ｻｲｸﾛﾝｶﾞﾗｽ（合わせｶﾞﾗｽ） ◎  ✓   

ｱｸｾｽﾌﾛｱｰ（一般用） ◎  ✓   

ｱｸｾｽﾌﾛｱｰ（耐重用） ◎  ✓   

塗料 ◎  ✓   

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ ◎  ✓   

ｾﾒﾝﾄﾎﾞｰﾄﾞ ◎  ✓   

吸音板（T ﾊﾞｰ） ◎  ✓   

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ、ｸﾞﾗｽｸﾛｽ ◎  ✓   

ｶｰﾍﾟｯﾄﾀｲﾙ ◎  ✓   

PVC ﾀｲﾙ ◎  ✓   

磁器質ﾀｲﾙ  ◎  ✓   

陶器質ﾀｲﾙ  ◎  ✓   

床点検口 ◎  ✓   

ｽﾁｰﾙ製竪樋(溶融亜鉛ﾒｯｷ) ◎  ✓   

吹付ﾀｲﾙ塗装材 ◎  ✓   

ｺｰｷﾝｸﾞ ◎  ✓   

注) ◎ 「フィ」国の市場で入手が容易 

   △ 「フィ」国の市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × 「フィ」国の市場で入手困難 

 

② 空調衛生工事 

換気機器は現地市場では一般的であることから、現地調達とする。空調機器は、第三国からの

調達とする。 

 

③ 電気工事 

現地製品及び輸入製品の照明器具、スイッチ類、ランプ、電線、ケーブル、配管材等が現地市

場に出回っているため、維持管理を重視し現地調達を原則とする。航空障害灯、ケーブルダクト

及び点検扉は、日本調達とする。 
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表 18  主要建設資材調達計画表 空調・衛生・電気設備工事 

工事種別 建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

空調設備 空調機 △  ✓   

全熱交換機 △  ✓   

換気機器 ◎  ✓   

電気設備 照明器具（LED を含む） ◎  ✓   

航空障害灯（LED） △ 日本   ✓ 

盤類(操作回路) △  ✓   

電線･ｹｰﾌﾞﾙ類 ◎  ✓   

電線管(PVC) ◎  ✓   

電線管(金属管) ◎  ✓   

ｹ-ﾌﾞﾙ ﾗｯｸ ◎  ✓   

ｹｰﾌﾞﾙﾀﾞｸﾄ及び点検扉 △ 日本   ✓ 

電話設備 ◎  ✓   

火災報知設備 △  ✓   

避雷設備 ◎  ✓   

注) ◎ 「フィ」国の市場で入手が容易 

   △ 「フィ」国の市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × 「フィ」国の市場で入手困難 

 
 

3) 輸送計画 

日本の横浜港からマニラ港までは 15 日間程度で、ほぼ毎日数社

の船会社から配船されている。マニラ港は、南港（South Harbor）

と北港(North Harbor)に分かれているが、免税手続きは南港税関に

限られている。そのため、機材船積みの時点で、南港入港予定の船

に積む事により円滑に手続きが進めることができる。 

ギウアン：マニラ港よりトラックにて Calamba、Lucena、Naga、

Legazpi を通り、Matnog 市まで約 640km を 3 日間で輸送し、そこか

ら Allen 市まではフェリー（約 1.5 時間）を使用する。Allen 市か

らタクロバンを通り、ギウアン市の既設観測所までは約 390km ある

ため、およそ 2日間必要である。コンテナをそのままフェリーに積

載することは不可能なため、マニラにて機材をコンテナから出し、

トラックに積み替えて輸送する必要がある。 

ビラク：マニラ港よりトラックにて Calamba、Lucena、Naga を通り Tabaco 市まで約 530km をお

よそ 2日間で輸送し、そこからビラク市まではフェリー（約 4時間）を使用する。 

 

Manila 

Aparri 

Virac 

Guiuan

 海上輸送  内陸輸送 

図 13  国内輸送ルート 
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３－２－４－７ 実施工程 

 

表 19  実施工程 

 

1 2

実施設計

入札業務

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

ギウアン気象レーダー塔施設復旧工事

設備機器・建具・金物等製作

16

撤去工事・清掃

仮設工事

仕上工事

設備工事

ギウアン機材復旧工事

機材製作

機材輸送

調整・試運転

機材据付

計：11.0ヶ月

月

月

計：15.7ヶ月

計：2.0ヶ月
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３－３  相手国側分担事業の概要 

 

 日本国の無償資金援助による本プロジェクトの実施にあたり、「フィ」国政府に要求される負担範

囲は次の通りである。 

表20  本プロジェクト実施に必要となる負担業務 

No. 項目 

 一般項目 

1 「フィ」国で必要な、制度上、法律上の手続き全般 

2 
本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸揚げ港での通関手続きに必要な書

類の通関業者/輸送業者（請負業者により雇用された）に対する提供 

3 
「フィ」国以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する本プロジェクト実施に関与する人員の

ビザ発給の保証（期間延長を含む）及び必要な手続き等、「フィ」国入国及び滞在に必要となる事項 

4 
契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、被援助国で課される関税、内国税、その他の課税の

免除 

5 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正（要請に応じて）のための銀行手数

料の支払い 
6 本プロジェクトの実施に必要な日本の無償資金が負担する以外の全ての費用負担 

7 
本プロジェクトの実施前及び実施期間中に、各サイト及び日本を含む諸外国国籍を有する本プロジェク

トに任命された人員の安全確保 

 気象レーダー塔施設復旧工事 

8 
建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の仮設設備のため、ギウアン及びビラク気象レーダー観

測所におけるスペースの提供 
9 ギウアン気象レーダー塔施設に必要な、容量 150kVA の商用電源（240V、3 相 3線、60Hz）の復旧 

10 
ギウアン気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップダウントランス（容量 150kVA）の復

旧 
11 建設作業のための仮設（電気、水設備等）の提供 
12 被害を受けたガーデニング、フェンス、門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の屋外施設 

 機材の設置作業 

13 設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の提供及び配置 
14 既設コンピューター機器の移設・調整（必要に応じて） 

 本プロジェクト完了後 

15 機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員の配置 
16 機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達 
17 本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が効率的に機能するための適切な運用・維持管理 
18 本プロジェクトで建設された施設と調達機材の効果的利活用 
19 適切な気象レーダー観測と予報業務に必要な予算と人員の確保 
20 全てのオペレーション/アンチウィルス/アプリケーション・ソフトウェアの定期的なアップデート 
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３－４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

（1） 機材運用維持管理計画 

機材運用維持管理を適切に実施するために以下の点に重点を置いて行うことが重要である。 

 スタッフへの技術訓練 

 問題・故障への対応方法の確立 

 部品及び消耗品の交換修理記録の徹底 

 定期的な部品交換やオーバーホールの実施 

 運用、管理体制の整備 

 技術的・財政的自立発展性の確保 

 

（2） 施設の運営維持管理計画 

PAGASA による気象レーダー塔の運用維持管理においては、①日常の清掃の実施、②磨耗・破

損・老朽化に対する修繕、③安全性と防犯を目的とする警備の 3 点が中心となる。日常の清掃の励

行は、施設利用者である職員の勤務態度に好影響を与え、施設・機材の取り扱いも丁寧になる。機

材の性能をより長く維持するためにも重要であるとともに、破損・故障の早期発見や初期修繕につ

ながり、設備機器の寿命を延ばす事にもなる。 

気象レーダー塔定期点検の概要は、一般的に以下の通りである。 

表 21  施設定期点検の概要 

 各部の点検内容 点検回数 

外部 

・外壁の補修・コーキング・塗替え 

・屋根の点検、補修 

・樋・ドレイン廻りの定期的清掃 

・外部建具廻りのシール点検・補修 

・マンホール等の定期的点検と清掃 

補修 1回/5 年、塗り替え 1 回/15 年 

点検 1回/年、補修随時 

1 回/月 

1 回/年 

1 回/年 

内部 

・内装の変更 

・間仕切り壁の補修・塗り替え 

・建具の締まり具合調整 

随時 

随時 

1 回/年、その他随時 

 

建築設備については、故障の修理や部品交換などの補修に至る前の、日常の「予防的メンテナン

ス」が重要である。設備機器の寿命は、運転開始時間の長さに加えて、正常操作と日常的な点検・

給油・調整・清掃などにより、確実に伸びるものである。日常点検により故障の発生を未然に予防

することができるため、メンテナンス要員による日常的な保守点検を励行するなどの維持管理体制

作りも肝要である。なお定期点検では、メンテナンス・マニュアルに従って、消耗部品の交換やフ

ィルターの洗浄を行う。 

主要機器の一般的耐用年数については次の通りである。 
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表 22  設備機器の耐用年数 

 設備機器の種別 耐用年数 

電気関係 

・配電盤 

・LED 灯（ランプ） 

・蛍光灯（ランプ） 

20 年～30 年 

20,000 時間～60,000 時間 

5,000 時間～10,000 時間 

給排水設備 
・配管・バルブ類 

・衛生陶器 

15 年 

25 年～30 年 

空調設備 
・配管類 

・空調機・排気ファン類 

15 年 

15 年 

 

 

３－５  プロジェクトの概略事業費 

 

３－５－１ 協力対象事業の概略事業費 

先に述べた日本国と「フィ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記 3)に示す積算条件に

よれば、次の通りに見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

1） 日本国側負担経費 

 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

 

2） 「フィ」国側負担経費 

概算総「フィ」国側負担初度経費：約 14 百万円 

 

PAGASA による経費負担の実績と合意に従い、本プロジェクト実施に必要な初度経費を次のように算

出した。 

表23  「フィ」国政府/PAGASAが負担する初度経費の概算 

No. 費目 
初度経費 

（1,000ペソ）

1 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正（要請に応じて）の

ための銀行手数料の支払い 
500

2 
プロジェクトの実施のために必要な、日本の無償資金協力が負担するもの以外のすべて

の費用の負担 
500

3 
ギウアン気象レーダー塔施設に必要な、容量 150kVA の商用電源（240V、3 相 3芯、60Hz）

の復旧 
2,500

4 
ギウアン気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップダウントランス

（容量 150kVA）の復旧 
250

5 建設工事のためのその他電気、水道等の安定供給のための一時的な施設の設置  300

6 
被害を受けたガーデニング、フェンス、門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の屋外

施設 
1,000

7 据付工程時に必要な機材の安全で一時的な保管場所の提供 500

合計 5,550
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3） 積算条件 

① 積算時点 ：平成 26 年 3 月 

② 為替交換レート ：1 US$ ＝ 104.18 円 

 ：1 Peso ＝ 2.472 円 

③ 詳細設計及び工事の期間 ：業務実施工程表に示した通りである。 

④ その他 ：本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施

されるものとする。 

 

 

３－５－２ 運営・維持管理費 

 

（1） 「気象レーダーシステム整備計画」において算出された「フィ」国側の運用維持管理費 

「気象レーダーシステム整備計画」において、インフレーション 5％を加味し、プロジェクト完工

後1年目から10年目までのギウアン気象レーダー観測所の運用維持管理コストが、以下のように算

出されている。運用・維持管理コストは、下記状況での概算である。 

 PAGASA 独自による運用・維持管理の実施 

 運用マニュアルに従い適切な運用の実施 

 マニュアルに従い定期的且つ適切な維持管理の実施 
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（2） 予算の推移の傾向と本プロジェクトの運用維持管理費 

＜PAGASA 本部＞ 

試算した運用維持管理費は、PAGASA 全体予算から職員給料とその他費目を引いた金額の約 0.3％で

あるため、問題ないものと判断した。 

 

 

 

表 25  PAGASA の予算             （1,000 ペソ）

内訳 2010 2011 2012 2013 2014 

職員給料 229,081 258,693 284,622 355,167 352,021

消耗品費 88,236 182,634 183,978 165,670 169,291

光熱費（水道、電気等） 21,897 23,147 25,777 28,081 34,981

スペアパーツ購入費 35,408 60,923 66,008 73,008 95,598

通信費 32,472 44,972 47,489 47,459 47,459

その他 56,394 290,468 261,986 149,149 160,250

計 463,488 860,837 869,860 818,534 859,600

表 24  運用維持管理コスト：ギウアン気象レーダー観測所 維持管理費概算              

  装置名 詳細項目 員数 1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 6 年目 7 年目 8 年目 9 年目 10 年目 備     考 

1 空中線装置 グリス(AZ/EL 双方に使用） 1 0 0 0 0 10,000 0 0 0 0 14,000 1 缶 16kg、5 年毎に購入

    タイミングベルト(AZ/EL 計２式） 2 0 0 0 0 0 0 0 8,000 0 0 8 年ごとに交換 

2 空中線制御装置 AC ファン（全 3 式） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18,000 10 年ごとに交換 

3 送受信装置 AC ファン（全 24 式） 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 144,000 10 年ごとに交換 

4 受信機 AC ファン（全 3 式） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18,000 10 年ごとに交換 

5 レーダー端末(5 式分) ハードディスク 5 0 0 0 65,000 0 0 0 65,000 0 0 4 年ごとに 1 式調達 

    データ保存用 CD（20 枚 1 組） 1 820 820 820 820 820 820 820 820 820 820   

6 プリンタ プリンタインクカートリッジ 2 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800   

    プリンタ用紙（500 枚 1 組） 1 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200   

7 Compact UPS バッテリー 5 0 0 19,000 0 0 19,000 0 0 19,000 0 3 年ごとに交換 

8 1kVA UPS バッテリー 1 0 0 5,300 0 0 5,300 0 0 5,300 0 3 年ごとに交換 

9 非常用電源装置 バッテリー 1 0 0 0 0 0 0 400,000 0 0 0 7 年ごとに交換 

10 電源供給キャパシター AC ファン（全 3 式） 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18,000 10 年ごとに交換 

    避雷器（全 6 式） 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8,000 10 年ごとに交換 

11 発電機 オイルシール、フィルター 2 8,600 8,600 8,600 8,600 8,600 8,600 8,600 8,600 8,600 8,600 1 年ごとに交換 

    起動用バッテリー 2 0 0 3,000 0 0 3,000 0 0 3,000 0 3 年ごとに交換 

         

  小計（Peso）  13,420 13,420 40,720 78,420 23,420 40,720 413,420 86,420 40,720 233,420 984,100

               

その他必要経費              

  項目 詳細 員数 1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 6 年目 7 年目 8 年目 9 年目 10 年目 備     考 

1 電気代   1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ※1 

2 燃料費用 非常用発電機燃料費用 1 572,415 572,415 572,415 572,415 572,415 572,415 572,415 572,415 572,415 572,415 ※2 

3 特別メンテナンス メーカー技術者によるシステムブラシュアップ 1 0 0 300,000 0 0 300,000 0 0 0 300,000 サイト 5 日間 

4 コーキング補修 レドームのコーキング補修 1 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000   

5 殺虫・殺鼠 殺虫・殺鼠対策 1 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000   

6 メンテ PC 通信費 Windous パソコンの通信費 1 1,000 1,000 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500   

               

  小計（Peso）  586,415 586,415 886,915 586,915 586,915 886,915 586,915 586,915 586,915 886,915 6,768,151

               

  合計（Peso）  599,835 599,835 927,635 665,335 610,335 927,635 1,000,335 673,335 627,635 1,120,335 7,752,251

               

  合計（円）  \1,439,604 \1,439,604 \2,226,324 \1,596,804 \1,464,804 \2,226,324 \2,400,804 \1,616,004 \1,506,324 \2,688,804 \18,605,401
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＜ビラク、アパリ、ギウアン気象レーダー観測所＞ 

試算した運用維持管理費は、現在の予算を大幅に下回るため問題ないものと判断した。下記表は、

ビラク、アパリ、ギウアン既設気象レーダー観測所の予算の推移である。 

 

表 26  既設気象レーダー観測所の予算              （1,000 ペソ）

年度 内訳 
ビラク 

気象レーダー観測所

アパリ 

気象レーダー観測所

ギウアン 

気象レーダー観測所

2010 

職員給料 1,425 1,108 1,130

消耗品費 1,691 1,691 1,691

光熱費（水道、電気等） 649 649 649

レーダー維持管理費 156 156 156

計 3,921 3,604 3,626

2011 

職員給料 1,950 1,481 1,494

消耗品費 2,972 2,972 2,972

光熱費（水道、電気等） 700 700 700

レーダー維持管理費 2,200 2,200 2,200

計 7,822 7,353 7,366

2012 

職員給料 2,325 1,686 1,817

消耗品費 2,577 2,577 2,577

光熱費（水道、電気等） 724 724 724

レーダー維持管理費 2,095 2,095 2,095

計 7,721 7,082 7,213

2013 

職員給料 3,350 2,013 2,195

消耗品費 1,489 1,489 1,489

光熱費（水道、電気等） 1,069 1,069 1,069

レーダー維持管理費 1,336 1,336 1,336

計 7,244 5,907 6,089

2014 

職員給料 3,685 2,200 2,400

消耗品費 3,147 3,147 3,147

光熱費（水道、電気等） 803 803 803

レーダー維持管理費 2,416 2,416 2,416

計 10,051 8,566 8,766
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第４章 プロジェクトの評価 

 

４－１  事業実施のための前提条件 

 

プロジェクト実施に「フィ」国で必要な各種手続きは以下の通りである。 

 

＜付加価値税（Value Added Tax：VAT）の免税措置＞ 

「フィ」国内で支払が発生する、我が国の無償資金協力プロジェクトの施設建設工事費、機材据付

工事費、現地での機材・資材購入費等に含まれる VAT は免税にならないため、日本国大使館とフィリ

ピン国税務局（Bureau of Internal Revenue：BIR）との間で無償資金協力プロジェクトに関する還

付の手続きが以下のように整理されている。 

 プロジェクト実施前にプロジェクト実施機関は（実施機関が省庁傘下の機関である場合は、管轄

官庁の承認が必要）VAT の予算措置を行う。 

 プロジェクト実施機関とコントラクターは、契約時に VAT に関する合意書（Supplementary 

Agreement on VAT Payment）を締結する。 

 コントラクターの VAT の返金は、フィリピンペソとし、契約金額から機材調達金額（現地調達を

除く）を差し引いた金額の 12%を還付する。 

 コントラクターは「フィ」国内法に従い VAT を含めて支払いを行う。 

 契約書の「コントラクターへの支払方法」に準じ、コントラクターは実施機関に還付を請求する。 

 プロジェクト実施機関は、コントラクターが支払った VAT と同等額をコントラクターのフィリピ

ン国内の口座に直接還付する。 

 コントラクターは、現地に支店法人格を有する組織で、還付に必要な納税番号（TIN Number）及

び VAT 番号（VAT Registration Number）を有する。 

 VAT 還付の進捗は、関係各所（大使館、JICA）へ報告する。 

表 27  免税に必要な主な手続き 
必要手続き項目 許可申請先 必要期間 必要書類 申請者 

輸入資機材の免

税 （ Deferred 

Payment） 

 

延 納 許 可 証

（ Statement of 

Account） 

税関局（Bureau of 

Customs：BOC）マ

ニラ港南港税関 

船出航後：3週間

船到着後：1週間

Import Entry：ｵﾘｼﾞﾅﾙ 1 部 

SDV （ Supplemental Declaration on 

Valuation）：ｵﾘｼﾞﾅﾙ 1 部 

Certificate of Undertaking：ｵﾘｼﾞﾅﾙ 1 部 

Certificate of Official Importation：ｵﾘ

ｼﾞﾅﾙ 1 部 

Request Letter to Customs：ｵﾘｼﾞﾅﾙ 1 部 

工事契約書：ｺﾋﾟｰ 1 部 

船積み書類：ｵﾘｼﾞﾅﾙ 1 部 

輸送会社（ｴー ｼ゙ ｪﾝﾄ）

PAGASA 

輸入許可（Import 

Permit） 

延納許可証：ｺﾋﾟｰ 1 部 

船積み書類：ｵﾘｼﾞﾅﾙ 1 部 
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＜投資調整委員会（ICC）承認手続き＞ 

「フィ」国内において実施されるプロジェクトは、国の投資調整委員会（Investment Coordinating 

Council：ICC）から実施に関して承認を得ることが義務付けられている。本プロジェクトの場合は、

プロジェクト総額が 5 億フィリピンペソを超えることから、ICC の承認が必要となる。ギウアン気象

レーダー観測所（施設建設及び気象レーダー機材整備）が建設された「気象レーダーシステム整備計

画」は、既に ICC により承認されていることから、国家経済開発庁（National Economic Development 

Agency ：NEDA）より不要である旨の確認が取れている。 

 

 

４－２ プロジェクト全体計画達成のために必要な PAGASA による投入（負担）事項 

 

1) 自然災害の予防と管理 

a) 国民への警報やその他の情報の普及を確実に行うため、発表は複数のルートより、重複して

行う。 

b) 効果的な自然災害防止及び管理のため、防災管理機関及びマスメディアと連携を取り、国民

へ継続的な防災啓発活動を行う。 

 

2) プロジェクトにおいて調達された機材及び建設された施設の長期運用 

a) 定期的にシステム運用維持管理に必要な予算を確保し、プロジェクトで供給された全ての気

象機材及び施設設備機器の交換部品、消耗品の調達を行う。 

b) 盗難や破損から機材と施設設備機器を保護する。 

c) 定期的な施設の塗装及びコーキング充填を行う。 

 

 

４－３  外部条件 

(1) PAGASA の気象・水文情報、データ及び予警報がマスメディア（TV、ラジオ、新聞）、防災関連

政府機関（民間防衛局、社会福祉開発省、国家災害防災管理委員会、赤十字等）、民間航空セ

クター及び他の情報ユーザーに活用される。 

(2) 「フィ」国政府の温暖化対策、自然災害対策及び気象業務に対する政策の変更が無い。 

(3) マスメディア（TV、ラジオ、新聞）及び防災関連政府機関との協力体制が維持される。 

(4) 「気象レーダーシステム整備計画」において現地研修を受けた PAGASA ギウアン気象レーダー

観測所の職員が勤務を続ける。 
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４－４  プロジェクトの評価 

 

４－４－１ 妥当性 

 

(1) 本案件の推定裨益人口 

「フィ」国において最も甚大な被害をもたらす台風による被災者及び被害総額は計り知れず、「フ

ィ」国全体の経済発展の大きな障害ともなっている。本プロジェクトの直接・間接裨益人口は、「フ

ィ」国 2010 年の全人口約 9,234 万人(フィリピン統計事務所のデータ)であると考えるが、フィリピ

ン統計事務所の推計では、2020 年には「フィ」国の人口が 1億人を超えるとされ、今後被災する者が

増大することも懸念される。 

 

(2) 本プロジェクトの目標 

台風 30 号ヨランダにより被害を受け、観測が停止しているギウアン気象レーダー観測所を被災前

の状態に復旧させ、再び PAGASA の台風監視機能を回復することにより、「フィ」国の自然災害による

被害の軽減に寄与することを本プロジェクトの目標とする。 

 

(3) 「フィ」国の開発計画 

「フィリピン中期開発計画（2010-2016）」は、NEDA が中心となって策定され、国家の社会経済開発

の最上位計画となっている。中期開発計画では、包摂的な成長の実現に向けた取り組みとして、ガバ

ナンス強化、投資促進、インフラ開発、貧困対策等が掲げられている。更に、災害多発国である「フ

ィ」国が包摂的な成長を遂げるには、台風や地震等の自然災害への対策が不可欠であり、自然災害に

強いインフラの整備や、貧困層の防災能力の強化が重要であるとしている。 

台風 30 号ヨランダに関し、NEDA は 2013 年 12 月に、被災地における経済・社会再建に向けた政府

戦略「Yolanda 復興支援計画（Reconstruction Assistance on Yolanda：RAY）」を発表した。これは

被災地の経済及び生計手段を回復し、経済活動と社会水準を被災前に戻すとともに、自然災害への順

応力を引き上げることを目標としており、2017 年の復興完了を目指している。 

 

(4) 我が国の援助政策・方針 

我が国にとって「フィ」国は、民主主義や市場経済といった共通の価値観及び多くの戦略的利益を

共有する、東アジアにおける重要なパートナーである。2011 年には、両国が「戦略的パートナーシッ

プ」の関係に発展していることも確認された。我が国は長年、「フィ」国のトップドナーとして援助

を実施してきたが、今後も「フィ」国が持続的且つ力強い成長を続けていくために、引き続き、経済・
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社会の両面から支援を行っていくこととしている。 

援助の基本方針は、「戦略的パートナーシップ」を更に強化するため、「フィリピン開発計画

2011-2016 年」が目標としている「包摂的成長」の実現に向けて経済協力を実施することである。上

記の基本方針に基づいて、1) 投資促進を通じた持続的経済成長、2) 脆弱性の克服と生活・生産基

盤の安定、3) ミンダナオ（紛争影響地域）における平和と開発の 3つの重点分野が設けられている。

このうち、2)の「脆弱性の克服と生活・生産基盤の安定」の重要課題として、台風等の自然災害に対

するリスクの軽減と被害の最小化が含まれているほか、気候変動対策支援も挙げられている。 

本プロジェクトにより、ギウアン気象レーダー観測所が再稼働され、「フィ」国の気象監視体制が

再び整い、自然災害に対する「フィ」国全体の防災能力が復活することは、我が国の援助政策・方針

に沿ったものである。 

 

 

４－４－２ 有効性 

 

PAGASA との協議を通じ、現地調査の結果を踏まえ、本プロジェクトを実施した場合の成果指標を「気

象レーダーシステム整備計画」において設定された、下記の成果指標を満足させることを成果指標と

した。 

 

我が国の無償資金協力により実施された「気象レーダーシステム整備計画」において整備されたギ

ウアン気象レーダーシステムをはじめとした機材、施設の復旧作業が実施され、PAGASA の台風監視機

能が回復することは、「フィ」国の台風災害の軽減に大きな役割を果たす台風予警報の向上に直接繋

がる。そのため、本プロジェクトの妥当性は高く、有効性も見込まれると判断されるため、実施する

意義は極めて高い。 

表 28  「気象レーダーシステム整備計画」の成果指標 
指標 目標値 目標値達成予想時期 

PAGASA の 

台風監視能力の向上 

雨量強度 1mm/h 以上の降雨探知距離が半径 450km プロジェクト完了時 

半径 200km 内の最大 75m/秒までの風速が観測可能となる プロジェクト完了時 

半径 200km 内の降雨の移動方向が観測可能となる プロジェクト完了時 
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資料 １． 調査団員・氏名 

 

＜現地調査＞ 

 

氏 名 担 当  所 属・役 職 

 

永石 雅史 総 括  （独）国際協力機構 

  地球環境部 

  参事役  

 

 

森 健二 業務主任/気象レーダーシステム 

 機材計画（調達計画／積算） （一財）日本気象協会 

 

一ノ瀬 功 気象レーダーシステム施設設計 

 （施工計画／積算）  （株）国際気象コンサルタント 
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　 　現地調査

永石　雅史 森　健二 一ノ瀬　功

総括
JICA地球環境部

参事役

業務主任／気象レーダーシステム機
材計画（調達計画／積算）

気象レーダーシステム施設設計
（施工計画／積算）

1 2月16日 日 東京→マニラ

2 2月17日 月

3 2月18日 火 資料収集、建築材料単価調査

4 2月19日 水
マニラ→タクロバン

タクロバン→ギウアン

5 2月20日 木 マニラ→タクロバン
現地再委託業務完了確認

サイト調査

6 2月21日 金
タクロバン→ギウアン

サイト調査
市当局(Municipality)表敬

現地再委託業務完了確認
サイト調査

市当局(Municipality)表敬

7 2月22日 土

8 2月23日 日

9 2月24日 月

10 2月25日 火

11 2月26日 水

12 2月27日 木

13 2月28日 金

14 3月1日 土

15 3月2日 日

16 3月3日 月

17 3月4日 火

18 3月5日 水

コンサルタント団員

マニラ→タクロバン

JICAフィリピン事務所との協議、在フィリピン日本大使館表敬、PAGASAとの協議

PAGASAとの協議、ミニッツ署名

サイト調査

サイト調査

サイト調査

官団員

東京→マニラ

サイト調査

資料収集、建築材料単価調査

サイト調査

ギウアン→タクロバン
タクロバン→マニラ

PAGASAとの協議、JICAフィリピン事務所への報告、建築材料単価調査

マニラ→東京

2014年

サイト調査
市当局(Municipality)への報告

PAGASAとの協議及びミニッツ内容確認

タクロバン→ギウアン
サイト調査

市当局(Municipality)表敬

ギウアン→タクロバン
タクロバン→マニラ

サイト調査
東サマール電力会社との協議

マニラ→東京

調査日程

サイト調査
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資料 ３. 相手国関係者リスト 
 

• フィリピン気象天文庁（Philippine Atmospheric, Geophysical and Astronomical Services 

Administration, PAGASA） 

フィリピン気象天文庁本部 気象・洪水予測センター（PAGASA Head Office, Weather and Flood 

Forecasting Center：WFFC） 

Dr. Vicente B. Malano  Acting Administrator 

Mr. Catalino L. Davis Acting Administrator for Administrative and 

Engineering Services 

Dr. Flaviana D. Hilario    Acting Administrator for Research and 

Development 

Engr. Fredolina D. Baldonado Office-in-charge, Northern Luzon PAGASA 

Regional Services Division (PRSD) 

Engr. Edwin F. Manresa  Office-in-charge, Engineering and Techniques 

Services Division (ETSD) 

Ms. Lillibeth B. Gonzales         Chief, Finance, Planning and Management Division 

Ms. Angelina S. Galang Weather Specialist I, Administrator’s Office 

ギウアン気象レーダー観測所（Guiuan Radar Observation Station） 

Mr. Marianito A. Macasa  Chief Meteorological Officer, Guiuan Radar Station 

• 国家経済開発庁（National Economic and Development Authority：NEDA） 

Ms. Shella Marie D. Decena Economic Development Specialist I 

Ms. Nathania Rae Z. Cortes Economic Development Specialist II 

Ms. Reychiel L. Roxas Economic Development Specialist I 

Mr. Joseph Norley Y. Capistrano Supervising Economic Development Specialist 

• ギウアン市当局（Municipality of Guiuan） 

Mr. Christopher Sheen P. Gonzales  Mayor 

• 東サマール電力会社 ギウアン（Eastern Samar Electric Cooperative, Guiuan） 

Mr. Francisco S. De Paz  Board of Directo 
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